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Section 1 Interviewインタビュー 

坂本　春生 
社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会（JFMA）会長 

聞き手 
岩田　幸小里 

機関誌Current編集長代行 
認定ファシリティマネジャー 

このインタビューは、本誌P21～
P24の「卓上のリンゴ」「FM普及の樹」
「JFMA事業の樹」の絵をご案内し、こ
れをとおしてJFMAの機軸をご説明し
ようとするものです。

■はじめに／FMとの出会い
岩田 坂本会長が、はじめてFM（フ
ァシリティマネジメント）と出会われ
たのは、いつ、どのようにしてかお聞
かせください。
坂本 私が初めてFMという言葉に出
会ったのは、1986年に札幌通商産業局
長として札幌に赴任したご縁で、その
後の北海道ファシリティマネジメント
協会（HFMA）の発足にほんの少しか
かわった時でした。鵜澤昌和前JFMA
（ジャフマ）会長が執筆された「ファ
シリティマネジメントが変える経営戦
略（NTT出版）」によりファシリティ
マネジメントの概念を知ることで、私
がセゾングループの小売の会社に入っ
てから主導した店舗のバックヤード
（後方施設）の改善や「愛・地球博」
（2005年日本国際博覧会）における会

場施設の設置と運営などは典型的な
FMだったということに事後的に気づ
きました。私は、これを「結果FM」
と呼んでいます。
「愛・地球博」では、私は事務総長
としてこれに関わりました。会場と施
設のつくり方に関し、それまでの案が
大反対されていた中で、困り抜いて、
関係者一同で知恵を搾りだし、
「空中回廊」という画期的な施
設構成案を出しました。環境に
やさしく、一切自然を傷つけな
い施設をつくったことにより、
博覧会の中身も、運営ソフトも
これに合わせて充実工夫され、
結果として大成功の「愛・地球
博」を実施することができまし
た。期間が限定された施設に関
するマネジメントでしたが、
FMの一大成功例と自負しても
よいかと思います。

■ファシリティはラストリゾ
ート
今から10年以上前の小売の

会社での経験をお話しましょう。小売
を活性化しようというとき、皆は「店
はきれいにしよう、いい商品を仕入れ
よう、値段は安くしよう」と言います。
しかし、売り場の殆どを支えているパ
ートタイマーの女性たちが使う更衣室
は当時、それはお粗末なものだったの
です。

Section
1

Section
2

Section
3

Section
4

Section
5



3

ロッカーは狭い、スノコは破れてい
てストッキングが引っ掛かる、手洗い
場にポーチ置き場もない、花をかざる
ところはない、どこにも姿見がない、
という状況でした。これでは、ここか
ら出て行く彼女たちが、お店がどのよ
うに華やかであっても、接客に際し、
真にモチベーションがあがらないので
はないか、と私は思ったのです。そこ
でこのことを役員会で言いましたら、
男性役員の皆さんは「私たちは入れな
いので、そんなことを知る由もない」
という反応でした。その後、更衣室に
も入ることの出来る女性役員として、
バックヤードの施設改善を提案して実
施させ、現場を支える女子パートタイ
マー接客担当者の著しいモラールアッ
プを実現し、結果、業務成績の向上に
貢献することができました。FMが経
営に寄与することができた実例です。
この話には、後日談があります。更

衣室が新しくなって、売り場担当者が
颯爽と出てくるようになると、その着
用しているユニフォームがなんとも古
めかしいのに気がつきました。10年前
に著名なデザイナーである三宅一生氏
がデザインしたものでした。デザイン
の一新を提案したところデザイナーへ
の遠慮から、しり込みする役員が殆ど
でした。私がデザイン事務所に打診す
ると、「よく言ってくださった。ファ
ッションにも鮮度があるのです。いつ
までも賞味期限の切れたものを着ても
らうのは、迷惑です」というのが回答
でした。これでめでたく、ユニフォー
ムの一新も実現しました。
女子の更衣室には入れないと同じよ

うに、ファシリティの現場には、経営
者は触れるチャンスもないし、触れる
必要もないと思い込んでいる。「現場
がやっているではないか」ということ
で、ファシリティは、往々にして一般
に経営陣の関心事にならないのです。
このことから、ファシリティは経営

改革のラストリゾート、最後の切札と
いうことができます。経営者は、人事、
財務、情報システム（ICT）に関して
は、経営を支える主要な要素として、
改善を継続的に行っています。これは
当然です。
しかし、ファシリティについては、

経営改革にとって、残された未開発地
域なのです。

■FMは象／FMのシステム化を
岩田 このようなご経験をとおして、
会長はFMとはどのようなものである
ととらえておられますか。
坂本 FMとは何か、ということを説
明しようとすると、とても難しい。

「ファシリティ」にかかわることであ
るには間違いありませんが、施設資産
の経営的管理から、環境対策、防災対
策、オフィスの知的生産性向上、ユニ
バーサルデザイン、あるいは清掃、設
備の維持管理、警備といった日常的な
管理業務までとても幅が広く、これら
すべてを経営的視点できちんとやるの
がFMである、というのが我国のFMの
定義です。このようにいわれても、分
かったようでよく分からない。
JFMA会長になってから、たくさん

の人から、その方のとらえるFMの話
を伺いましたが、トータルなFMを語
る人は稀で、多くは上記の多様なFM
分野の一部を熱く語られます。FMは
大きな象のようなもので、象の体の一
部を説明して、これがFMですと言っ
ても、間違いではないが、FMの全像
を説明しにくいのです。
我国におけるFMの普及に役立てる

ため、JFMAは6年前に「日本ファシリ
ティマネジメント大賞（JFMA賞）」を
創設し、毎年1回、優れたファシリテ
ィマネジメントの実例や技術および功
績を表彰しています。この制度は、
FMが広範な概念で分かりにくいため、
具体的実例を示して理解して貰おうと
いうのが、その意図にあります。
ファシリティマネジメントは、従来

型の施設管理として実行されている例
は少なくないかもしれませんが、一定
の論理的仕組み、システムにまで昇華
させた新しいタイプの「FM」を普及
するのが当協会の仕事です。
現状に満足せず、絶え

ず最適を求める普遍性の
ある仕組みとしての「FM」
が普及されれば、私が小
売企業の役員会で抵抗に
遭って苦労したようなケ
ース、あるいは万博で、
当初挫折の連続であった
ようなケースにおいて、
無駄に使われた労力や時
間が節約できると考えて
いるのです。「FM」の導
入で、誰でも、どこでも、
いつでも、ある程度の成
果は出せるようになるこ
とが重要です。

■需要家のFM普及のため
に
岩田 JFMAの会長に就任
されて1年以上となります
が、FMの普及の現状につ
いてどのようにお感じで
しょうか。また、今後の
更なる普及発展のために

どのような施策を考えておられるので
しょうか。
坂本 我国FM普及の歩みと今後の展
望をお話するために、本誌P21に
「FM普及の樹」を描いてみました。根
っこはアメリカから導入して、指導者
がいて、先駆者がいて、推進者がいて、
それでやっと日本の土壌にFMが成立
して、その間、FMの理論と仕組み、
これは導入した部分もあるし、日本的
につくった部分もあるけれど、そうい
うものを幹として、ずっといままで育
ててきました。樹齢24年です。途中に
JFMAの社団法人化があるなど、先人
たちは大変苦労してやってきていただ
きました。
FMは本来、コアビジネス遂行のた

めに、保有使用するファシリティを活
用する企業や団体のための仕事です。
しかし、現実には、ファシリティを活
用するFM需要サイド（インハウス）
の行うトータルなFMと、FMの一部を
ビジネスとして供給するサイド（サプ
ライヤー）のFMが存在します。現在
のFMの導入はどちらかというと、需
要サイドより、供給サイドのFMのウ
エイトが高く、関係者の数も多いので
す。JFMAの会員数の比率をみると、
70～80パーセントはFM供給サイドの
企業です。
私は、今年度に予定されるJFMAの

「公益社団法人」移行を機に、需要サ
イドのFM、インハウスのFMを格段に
広めていきたい、普及の樹にたとえて
言えば、企業トップが関与するインハ

FM普及の樹（本誌P21参照）
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ウスFMの枝を増やし、圧倒的に需要
者FMの葉を繁茂させ、「FMが天下を
覆う」くらいまでFMの樹を育てたい
と思うのです。このことが、又、供給
サイドのFMの発展にもつながるので
す。このために、「JFMAステージアップ
プラン」という3年計画を立案し、今
年度からその実行に着手しています。

■FMを経済社会の常識語に／広報が
重要
FMを普及するために有効なのは、

「ファシリティマネジメント（FM）」
という言葉を多くの日本人、関係者が、
当たり前の単語として記憶すること、
即ちFMを経済社会の常識語とするこ
とだと思います。それには、商品の
TVコマーシャルと同じように、細か
いことは省いて、よいイメージと共に
名前を覚えてもらうことが重要です。
そのためには講演会、研修会のみなら
ず、機会をとらえて新聞、雑誌、TV
等マスメヂアに広告を打つ、あるいは
記事や番組として取り上げてもらえる
ような仕掛けを積極的に続けなければ
なりません。

■FMのドアオープナー／卓上のリン
ゴとテーブルの絵
（岩田）FM普及のために広報が重要で
あることは分かりましたが、とかく分
かりにくいといわれるFMをどのよう
に社会に伝えていったらよろしいので
しょう。
（坂本）広報の一環として、地方自治
体の長、あるは企業トップに対する
PRが必要です。FMにまだ関心をもっ
ていない方々に、FMが経営に不可欠
な要素であるということを、簡潔に伝
えたい。そのためには、ビジュアルな
分かり易い資料が必要なので、本誌
P22～P23に掲載しました「卓上のリ
ンゴの絵」を作りました。
絵をご覧ください。左側半分にはテ

ーブルの4本の脚のうち1本が折れてい
るため、机上のリンゴが落ちかかって
いる姿が描いてあります。テーブルは
企業経営を、リンゴは経営の成果を象
徴しています。経営を支える4本の柱
（経営資源）のうち、「人事」「財務」
「情報システム（ICT）」は健全なのだ
が、「ファシリティ」についてはトッ
プの無関心、全体最適の不在等に起因
して、経営資源として十分な管理と活
用がなされていない、という多くの企
業と地方自治体等公的機関における現
状を表しています。
右側半分では、右下に要点を記した

システムとしての「FM」を導入する
ことにより、ファシリティを健全化し、

「ファシリティ」が他の3要素と同様に
経営をしっかり支え、経営の成果を確
実に皿に盛ることが出来るようにな
る、ということを示しています。
あわせて、右半分のテーブルは、経

営の成果を配分するために必要な経営
の「安全性」「信頼性」「継続性」「効
率性」等を皿にたとえ、白いテーブル
クロスは「ファシリティが変われば人
が変わり組織文化が変わる」という効
果を象徴しています。
この絵を用いれば、大体10分もあれ

ば「FMの必要性」の真髄を説明する
ことができます。ごく多忙な企業や地
方自治体のトップの方々に説明するの
ですから、資料とプレゼンテーション
は簡潔であることが必須なのです。私
は、この資料を、FMにまだ関心を持
たない方々をFMの部屋に招じ入れる、
FMドアオープナーと呼んでいます。

■大量規格型普及と標準テキスト
岩田 ドアオープンナーでFMのドア
が開いた組織には、その後どのように
対応なさるのでしょうか。
坂本 FMのドアが開いて、FMの部屋
に初めて足を踏み入れた組織や人に対
し、卓上のリンゴの絵よりもやや詳し
いガイドをするために必要なのが、
FMをやさしく説明することの出来る
講師と易しいテキストです。JFMA関
係者の中で、まずは易しいテキストの
開発と数多くの講師の育成を行おうと
しています。
テキストについては、認定ファシリ

ティマネジャー資格試験の標準テキス
トとなっている「総解説ファシリティ
マネジメント」とその「追補版」を出
版しています。これは詳細にFMを学

ぶときに用いるもので、我国FMのバ
イブルです。しかし、そのページ数は
合計750ページ近くともなり、初心者
には重過ぎます。
ドアオープナーとしての1ペーパと

FMバイブルの間をつなぐ、ビギナー
用の易しい、薄いテキストを作ります。
講師陣は、FMに関する経験と知識

を十分に備えたベテランがJFMA関係
者の中にいます。しかし、昨今、地方
自治体等において急速にFMに関する
関心が高まり、FM導入の引き合いが
相次ぐ状況の中、数が限られた「巧み
の技」的なレクチャーのみならず、あ
る一定の均質なガイダンスを行える数
多い講師陣による大量規格普及用の体
制が求められています。
これら講師陣により、誰が、いつ、

どこで講義をしても、受講者に一定の
レベルの同じような知見を与えられる
ようなやり方で、易しいテキストを用
いたFMの初心者研修セミナーを、今
年度から開催する予定でおります。

■ファシリティを意思を持って活用
私はこんな経験をいたしました。あ

る大きな建物ですが、駅に隣接した立
派なホテルで、外観もインテリアも、
有名建築家が設計した素晴らしいデザ
インの建物です。しかし、私は、駅か
ら目的とするホテルのある場所になか
なかたどり着けず、立派だが分かりに
くく、使いにくい建物だなという印象
を持ちました。
表示が建築デザインに遠慮しているの
です。
人事もお金も情報も人が志しや魂に

入れて有機的に動かしています。とこ
ろがファシリティは一度設置されると
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卓上のリンゴの絵（本誌P22・23参照）
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無機物のままで放置されがちです。使
用者はファシリティに志しや魂を入れ
て常に有機的に活用することがFMだ
と私は思います。
例に出した大規模ホテルの入った建

物の建設とその後の運用に関して言え
ば、デザイナーの言うなりになるので
なく、需要サイドの志しや意思を要求
条件として明確に伝えたうえで、設
計・建設し、竣工後も、当該ファシリ
ティが、経営の志しや意思を体現した
有機物として機能するよう采配するの
がFMです。

■多様なFMネットワーキング
ステージアッププランの柱の一つ

に、多様なネットワーキングというの
があります。ファシリティおよびFM
は、あらゆる業種に必要不可欠なもの
です。広くFMを広報するとともに、
ご縁を得た企業にはJFMAの法人会員
として仲間になっていただき、地方自
治体等公的機関も「公共特別会員」と
いう制度を利用して、負担を軽くして
仲間になっていただいています。
さらに、多方面の業界団体や公益団

体などとは、メンバーシップの相互乗
り入れを可能として、お互いに仲間と
なって日常的にコラボレーションを
し、情報交換と交流を行うことにより、
一種の異業種交流になり、お互いに活
性化します。

■東日本大震災を経て
岩田 東日本大震災とFMについて、
ひとことお願いいたします。

坂本 3.11の震災が発生し、まだ総括
するには早すぎるかもしれませんが、
FMとして多くの教訓を得ました。
地震と大津波で被災したのは、直接

的にはすべて建物等ファシリティでし
た。社会の認識はそうな
っておりませんが、災害
から人命と財産を守るこ
とは、FMの第一義の目的
ですから、FMが不十分で
あったファシリティが被
災したともいえるのです。
耐震対策はかなり浸透

していたので、地震によ
る被災は多くはなかった
ようです。今回は、大津
波が大規模被災の原因と
なりました。大津波から
いかにファシリティを守
るか、FMの大きな課題と
して突きつけられています。
ヒントになる認識がい

くつか出ています。一つ
は、「予備ファシリティの
重要性」です。管理が手
薄になりがちな予備の設
備が設計どおり機能する
ことが、いかに非常時に
重要であるかを改めて認

識させられました。
また、FMの基本であるファシリテ

ィの現状把握とデータベース化が行な
われていたために、FM先行自治体の1
つでは、震災直後に被災した皆さんへ
の避難施設提供がいち早く対応でき
た、という情報が入っています。FM
の効用が実証された例ということがで
きます。震災の経験から、さらにFM
の重要性を再認識いたしました。

■おわりに/多様なJFMA事業の展開
JFMAは、本誌P24の「JFMA事業の

樹」において、濃い緑の葉で表したよ
うに、今までも多様な活動を続けてき
ました。今後はステージアップの実行
をとおして、資格認定、教育研修、表
彰、調査研究、広報、交流その他事業
区分別に、さらに多様な事業（明るい
緑の葉）を活発に展開していく所存で
す。JFMA事業の葉を大いに繁らせ、
我国におけるFM普及定着に貢献した
いと思います。
この機会をおかりして、会員企業の

方々をはじめ、関係各位のご理解とご
協力を切にお願いいたします。
岩田 本日は、坂本会長のFMに対す
る熱き思いを充分に語っていただき、
ありがとうございました。

JFMA事業の樹（本誌P24参照）

総解説ファシリティマネジメント追補版
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認定ファシリティマネジャー 

沖塩　荘一郎 
東京理科大学　名誉教授 

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会顧問 

北川　正恭 
早稲田大学大学院公共経営研究科　教授 

JFAM賞審査委員 

中津　元次 
中津エフ.エム.コンサルティング代表取締役 

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会理事 

司会 JFMAは、1987年の任意団体の
設立から数えると25年近くになりま
す。この座談会の大きなテーマは、企
業経営と公共経営におけるFMの役割、
その「昨日・今日・明日」としていま
す。JFMAの発展と絡めた、日本にお
けるFMの進展という「昨日」の話題、
「今日」のFMの到達点、そして、これ
からの日本の課題、企業の経営あるい
は公共の経営の課題の中で、日本の
FMはどうあるべきかという「明日」
のお話もしていただこうと思います。

●草創期の日本のFM
司会 まずは、草創期からの日本の
FMの進展について、沖塩先生からお
話をいただければと思います。

沖塩 私が東京理科大学教授になった
1980年は、オフィスオートメーション
（OA）という言葉が話題になり出して
いました。直前まで電電公社で情報通
信建築の設計をしていたことから、研
究テーマの1つを「OAと建築」にしま
した。1982年、このテーマで米国へ調
査に行き大変驚きました。OA化に対
応して照明、窓、机、椅子を変え、働

き方も変えているのを見ました。
そして、1984年に再度米国に行き、

偶然FMと出会うわけです。シカゴの
ある銀行で、当時米国で用いられてい
た大型コンピュータ使用のCADシステ
ムを見つけ、「おたくの銀行は建築設
計をするのですか」と聞いたら、「そ
うではありません。私たちは世界中に
大量の動産、不動産を持っています。
CADを使って、これらのマネジメント
をしています。お見せしましょう」と。
画面にシカゴの地図が出、さらにある
支店の平面が、次にある階の家具のレ
イアウト図が出て、マネジャーのワー
クステーションと
指定すると画面上
でそれらの色が変
わる。購入価額、
減価償却した現在
価額が何ドルと資
産価値も出てくる。
当時は本当にびっ
くりしまして、「こ
れは一体何だ」と
聞いたら、「ファシ
リティマネジメン
トシステムです」

と言われた。今日のCAFMシステムの
はしりですね。それがFMに出会った
最初です。
私と同じような体験をした人々が他

にもいまして、1986年にFM研究会が
始まりました。それは約1年間続きま
した。第1回にはコーネル大学のフラ
ンクリン・ベッカー教授を招くなど、
一流の人に講演してもらったものです
から、毎回40～50人が集まりました。
これが日本でのFMの始まりと言える
でしょう。当時の参加者はサプライヤ
ーサイドが主でした。
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●任意団体としてのJFMA発足の頃
沖塩 これだけ関心が高まっているな
ら組織をつくろうということで、1987
年にJFMAが設立されます。その頃、
箱崎のプロジェクトが日本IBMで行わ
れており、まさにFMのモデルだと思
いました。任意団体のJFMAでは、当
時日本IBMの中津さんにも理事になっ
てもらい、シティバンク、NTT、東京
電力、当時の第一勧銀などが加わって
います。銀行も大量の電子機器が導入
され、空調設備の過重な負荷、配線容
量の不足など、さまざまな問題があり、
大きな関心を寄せていました。このよ
うに、1986年～87年頃はひとつのピー
クであったように思います。
当時、米国のMITでは早くから自分

の大学のためにFMをやり、自ら開発
したFMシステムを売って稼ぐという
米国の大学らしいことをやっていまし
た。そこで、MITとJFMAが提携して、
夏期に日本のビジネスマンがMITで
FMを研修するコースを5年間実施しま
した。それは基本的にはFMの教材を
つくることがテーマだったわけです。
1990年には、『ファシリティマネジ

メント―情報化時代の戦略的空間経
営』（日刊工業新聞社刊）という本に
まとめることができました。現在、こ
の本を見ると、結構役立つことが書い
てあります。当時のJFMAでは、こう
いうことをやっていました。

●インターネットによる情報通信革命
で、ワークプレイスの改革
沖塩 次の衝撃は、インターネットで
す。日本で一般化するのは1995年以降
だと思いますが、私は1993年から導入
して、「これは世の中が変わる」と強
烈に思いました。1995年に米国を視察
した際は、ちょうど米国の先端的オフ
ィスの革命時期でした。シャイアッ
ト／デイ社をはじめとして、自分の能
力を最大限に発揮することを自分で考
えろ。家で仕事をしたほうがいい人は
家でやっていいし、どこでやってもい

いと。いわゆるテ
レワークが当たり
前になっていまし
た。オフィスは今
までのように机を
持っている必要は
ない。しかし、組
織としてみなが集
まることは必要で、
「これからのオフィ
スはサロンだ」と
言っていました。
日本でも、坂村

健さんは同様な主
張をしていましたが、先端的なオフィ
スは、倉重英樹さんによるプライスウ
ォーターハウスコンサルティングのオ
フィス、NTTの潮田邦夫さんによるフ
リーアドレスオフィス、このほか2-3
例でした。インターネットにより働き
方が変わる、多様な業務ができるよう
になっているにもかかわらず、日本で
は一部の経営トップ、意識の高い人た
ちの中だけでしか、オフィスの改革は
なかったように思います。

●社団法人化と資格試験実施の頃
沖塩 JFMAは1987年に任意団体でス
タートするのですが、社団法人化をめ
ざしていました。結局、9年かかり、
1996年に社団法人となります。資格試
験も社団法人JFMA、社団法人ニュー
オフィス推進協議会（NOPA）、社団
法人建築・設備維持保全推進協会
（BELCA）の3者共同で実施されるこ
とになりました。せっかく法人化をし
て、力が出せるようになっているにも
かかわらず、必ずしもFMが浸透する
という形にはなっていなかったのでは
ないか、というのが私の問題意識です。

司会 1987年にJFMAができた頃は、
日本の民間企業はほとんどFMを知ら
なかった状況でした。そういう中で、
おそらく日本IBMだけが、ユーザー企
業としてFMを実行していたと思いま
す。中津さん、当時の日本IBMのFM
の取り組みについてお話願えますか。

●日本IBMのFM
中津 私はIBMでは開発・製造部門
で、大型コンピュータから中型、最後
はパソコンの開発・製造に携わってい
ました。それが1985年に突然、FM担
当部門である不動産建設の責任者に任
命されました。IBMの不動産建設部門
は、すでに1960年頃にできています。
それ以降、横串のFM担当組織として
ずっと活動してきた積み重ねがありま
す。

私が不動産建設に赴任した1985年
は、バブルがはじまった頃で、日本の
情報化が始まった年でもありました。
コンピュータメーカーでは毎年大量採
用をしていました。日本IBMも、1985
年には1万5,000人の社員が5年後の
1990年には2万5,000人に膨れ上がる。
とにかく、その責任者ですから、ビル
を借りまくって増加する人員を収容し
なければなりません。ところが、バブ
ルもあり、毎年賃料や地価が上がって
いくときだったのです。
こんなことをやっていたのでは、コ

ストが上がって経営的には成り立ちま
せん。それで、どうしたものかと悩ん
でいたのですが、米国IBMを見ても、
いわゆるFMの戦略については不十分
だったのです。これは自分で考えるよ
り仕方がない。それで、思いついたこ
とがあります。日本IBMが使用してい
る140ほどの施設を、個々の施設と考
えないで全体を構成する1個1個の部品
だと考えればいいと。そうすると個々
の部品コストを分析し、それを全体で
どのように構築すればいいかは、工場
での戦略の考え方がそのまま適応でき
るということに気がつきました。その
考え方で、要するに分散しているとこ
ろは統合する、コストの高いところは
安いところに移る、都心でなくてもい
いところは郊外に移るという一連の
FM戦略を立てました。

●世界初のフリーアドレスオフィス誕生
中津 また、経営トップから新しい課
題を投げかけられました。当時の椎名
武雄社長から箱崎の新オフィスについ
て、「おまえ、まさか普通のオフィス
をつくるんじゃないだろうな」と言わ
れたのです。普通のオフィスというの
は、1人1台の机があり、電話、パソコ
ンがある。IBMは情報系企業ですから、
営業マンは毎日お客のところに出か
け、自分の机の在席率は2割～3割しか
ない。だから、「情報ツールを使って
フリーアドレスを考えたらどうだ。や
れとは言わないけれど」と投げかけら
れたのです。幸い、賛同する営業トッ
プもいて、箱崎に世界で初めてフリー
アドレスオフィスをつくることになり
ました。
2つの導入方法を考えました。1つは、
500人程度の小規模でやり、うまくい
ったら規模を拡大する案。もう1つは、
一挙に5,000人でやるというものです。
そのときは後者を選択しました。その
理由は、フリーアドレスは簡単に見え
ますが、失敗したときには大変なこと
になります。経営課題として社長、副
社長、役員全員が自分の問題としてそ
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れに取り組んでいかないと、絶対にう
まくいかないと思ったからです。1989
年に箱崎のオフィスがオープンしたと
きには、日本だけではなく、むしろ米
国で大変な話題になりました。

●オフィス環境展での椎名社長（当時）
の講演
沖塩 それと関連しますが、1984年に
「オフィス環境展シンポジウム」が始
まりました。これがオフィス改革を後
押ししました。1987年のシンポジウム
では、日本IBMの椎名社長が講演しま
した。椎名さんは、「日本IBMの経営
指標は順調にいい方向に伸びている。
しかし、オフィスのコストだけが急上
昇してしまった。これを下げるだけな
ら簡単で、賃料の安いビルに引越せば
いい。1人当たり面積を減らせばいい。
しかし、そうではなく、オフィスのコ
ストを下げながら、働く職員のオフィ
ス環境に関する満足度を上げろと部下
に言っている。知恵を絞れば必ず解決
策がある」と言っていました。知恵を
絞れば、オフィス環境への満足度を上
げながら、コストを下げることは可能
だと。これは、まさにFMの目指すと
ころを明快に述べた言葉だと思いま
す。
中津 言うほうはいいですが、それを
受けて実行するのはこちらですから
（笑）。やろうとすれば、5,000人の営
業マンがみな反対するのは分かってい
ました。それをどう説得するか。かと
いって、もしも安泰な方法を採って従
来型のオフィスをつくり、実際に机が
ずらっと並んでいて人がいないという
光景を自分の歴史の中に残すかという
ことがあって、悩みました。「やるぞ」
と決めたのは半年後だったですね。

●日本独自のFM業務体系の創造
司会 日本のFMの草創期では、日本
企業はまだFMを実施しておらず、そ
の中で、日本IBMは世界でも先進的な
FMにチャレンジしていた時代だった
ということですね。中津さんは1990年
頃に、NOPAから日本のFMの体系と
教科書をつくってほしいと依頼されま
したが、その時のお話をお願いします。
じつは、米国のFMと日本のFMとは、
少し色合いが違いますよね。

中津 先ほど沖塩先生からJFMAサイ
ドの話がありましたが、当時の通産省
サイド、NOPAでもFMの資格をつく
り、ガイドブックをつくろうと準備し
ており、私に白羽の矢を立ててきたわ
けです。当時は、私はIBM以外の日本
の民間企業の動きはまったく知りませ
んでした。そこで、理想形といいます
か、本当に望ましいFMのあり方を考
えようという結論に至りました。
当時の米国のFM事情はよく分かっ

ていました。米国では、戦略とプロジ
ェクトにかかわるCRE（Corporate
Real Estate）の部分と、運営維持にか
かわる部分は別の職務なのです。運営
維持をFMが担当している。米国IBM
でも2つ部門があり、別の業務になっ
ています。戦略を立て、つくるのはつ
くる。けれども、それを受け取って運
営するほうは、その意味を理解してい
ないからガタガタになってしまうとい
うことがありました。
その弊害をなくそうと、TQCで勉強

したPDCAサイクルを回すFMとしま
した。つまり、戦略を立て、プロジェ
クト管理で実施し、出来た施設を運営
維持し、それを評価し、目標とズレが
出てくると、再度戦略をつくり直すと
いうFMサイクルを回すものです。米
国のCREとFMを1本にした体系を、日
本のFMにしようと決断したわけです。

司会 1994年に『ファシリティマネジ
メントガイドブック』（日刊工業新聞
社）という最初の標準書が出版されま
すが、そういう理由で、日本独自の
FM体系になっているわけですね。

中津 私は日本の状況を知らなくて、
通産省も思い切って私に任せてくれた
ので、そういう理想形のFM体系がで
きたのです。

司会 日本のFMの業務体系は、理想
形ではあっても完成度が高く、すでに
15年以上経過していますが、基本はま
ったく変える必要がない。そして、日
本のFMの実務をずっと支えてきてい

るというのが私の実感です。
さて、日本の企業では、1990年頃か

らソニーがFMを始めており、富士通
もファシリティコスト削減に取り組み
始めるなど、いくつかの先進的な企業
でFMが取り組まれました。それらの
企業でも、本格的には1995年以降にな
ります。さらにいうと、資格試験が始
まった1997年ぐらいからは、かなりの
数の民間企業でFMをやろうという機
運や、FMを学んだ人材が出てきまし
て、FMがいろいろな場面で活用され
始めたという状況だと思います。
北川先生、そういう民間企業のFM

の状況を見ていて、これは三重県でも
FMが活用できると着目され、公共FM
がスタートするわけですが、当時のお
話をしていただけますか。

●三重県がパイオニアとなり公共に広
がったFM
北川 1999年のことですが、NHKテ
レビでFMの特集をしていたのです。
それを偶然、私が見ました。「これだ」
と思ったのです。官庁というのはフロ
ーの経営です。単年度会計で現金の流
れだけを見ています。ですから、スト
ックについては、1坪1,000万円のとこ
ろで牛を1頭飼っていても気がつかな
い。生産効率などぜんぜん考えていな
いわけです。これは、制度から来る間
違いといえます。つまり、資産という
ストックはノータッチで来ました。そ
ういうときにFMの番組を見て、当時
は三重県知事だったのですが、さっそ
く職員に「これを調べろ」と命じまし
た。
ちょうど三重県の東京事務所が新し

く平河町の都道府県会館にできる時で
した。それで、ITが普及し始めたとき
ですから、「インテリジェントオフィ
スにしろ」と言いました。
東京事務所の改革は、全庁的改革を

視野に置いた一点突破の位置づけで
す。東京事務所へは県の幹部が年に何
回かは来るわけですから、ここでまず
実験をすればいい。私は東京事務所の
職員にFMの話をして、「ここでまず率
先してやるから、何でも言え。まず勉
強をしろ」と。そして、「東京事務所
の問題点は一体何か、君らで考えろ」
と言いました。問題点を討議する会議
で、職員が何かモジモジしているんで
すよ。それで、問いただすと、「じつ
は知事室が邪魔です」と。知事は東京
事務所に年に5～6回行くだけです。そ
れが3分の1ぐらいの大スペースを占め
ていますから。「だったら知事室を取
ればいいじゃないか」と私が言ったら、
「本当にいいですか」と、みなうれし

Section
1

Section
2

Section
3

Section
4

Section
5



9

そうな顔をしました。これは、官庁の
文化にはないことです。そこから回転
し始めました。
私は、 BPR（ Business Process

Reengineering）をやって、三重県の官
庁文化を全部変えようと考えていまし
た。BPRはITを活用した基本的なマネ
ジメントシステムの改革です。FMは、
つまるところBPRなのだと考えていま
した。県の職員は、徹底的にBPRを勉
強しました。その勉強の結果、FMで
は中津先生にたどりつきました。そし
て、私が中津先生と会い、指導をお願
いすることになりました。
東京事務所では、フリーアドレスを

導入しました。当時、IT化でスモール
オフィス・ホームオフィス（SOHO）
が出始める。そして、フリーアドレス
が出てくるわけです。フリーアドレス
とは、私は「引き出しをなくす」こと
だと思います。

司会 個人のものを置く場所がなくな
りますからね。

北川 個人のものをなくし、そしてペ
ーパーレスになる。個人にはキャスタ
ーつきのキャビネットが与えられて、
そこに入りきらない紙の書類は減らす
わけです。引き出しがなくなることは
官庁文化にとっては耐えられないこと
です。この文化を壊すことがものすご
くよかった。紙の文化は暗黙知の世界
で、10年前を知っているのが係長、20
年前を知るのが課長、30年前を知るの
が部長で、だから部長は偉い。ところ
が、IT化して形式知の世界になれば、
フラットな関係になる。そこで初めて
フリーアドレスにした。当時、東京事
務所の体制が確か17人です。一番在席
率が高い時で12人、7割です。だから

12人の机しか要らない。これも官庁文
化大革命ですね。
かわいそうなのは、東京事務所長で

した。知事室をなくすのですから、彼
の個室は当然ないのです。やがて、そ
れが波及して本庁舎の部長室、パーテ
ィションも全部なくなってワンルーム
になっていくきっかけになりました。
また、初めてフレックスタイム制を導
入しました。そうすると、午後1時か
ら出てきて8時までいてもいい。夕方5
時からは酒を出していいと私は言って
いましたから、パブリックのオフィス
で酒を飲んでいる状況も出てきた。
宴会をするには机が邪魔です。そこで、
パーティションで机の移動を自由にし
て、パーティションを移動すると宴会
や会議ができるようにしました。今ま
では固定した部屋で、会議スペースは
限られていました。この方法にすると、
年間720万円ほどかかる費用が低減で
きます。そして、東京事務所は御用聞
きの仕事だけではなしに、そこでどん
どん会議をしろと言いました。東京な
ら貴重な先生方がたくさんいるわけで
すから。
さらに、フレックスタイムからホー

ムオフィスに行きつきました。2人を
出勤に及ばずにしました。対象者は立
地課の職員です。ある企業の立地誘致
をしている時でした。彼らは、企業へ
行き、そのまま帰宅して仕事をすれば
いいのに、2時間をかけてまた事務所
に帰ってきて、という非効率的なこと
をしていました。人事課は勤怠管理を
心配していましたが、結果は、見事に
彼らは仕事をやりとげました。「それ
見ろ、（職員を）信じろ」ということ
になりました。
このように、革命的なことが次々と

東京事務所で起こることになりまし

た。その間に、中津さんに民間企業の
事例もたくさん教えてもらいました。
日本IBMの箱崎オフィスも見学しまし
た。それでまた、私、感じるものがあ
りました。大手町あたりの大会社は、
ものすごく環境がいい。ところが、税
金で食べさせてもらっている意識があ
り、公務員の居住環境は誠に悪い。精
神論だけで頑張っているのは駄目だと
言いました。経営だから環境を良くし
て効果を上げる必要があると。もっと
きちんとストックを、ファシリティを、
見直そうという改革を持ち込んで、東
京事務所はすっかり変わりました。

●BPRで、財政を変え、人事を変え、
ファシリティを変えて人の意識を変
える
北川 東京事務所と並行して、本庁全
体をやろうということになりました。
本庁では新しく生活部をつくりまし
た。生活部は、サプライサイドではな
く、デマンドサイドの課としました。
いまの消費者庁みたいなものです。今
までの県庁の文化はサプライサイドで
した。三重県はこれを変えました。農
林部は消費者の味方で、農業者の味方
ではいけないと。民主主義論になりま
すが、「生活者起点」としたのです。
そうすると農林の仕事は、消費者にと
って安くておいしくて栄養価の高いも
のを、どうつくるかに集中するわけで
す。そして、その結果としてサプライ
サイドの農協がどうあるべきかを考え
る。消費者米価は農協と農林省とで決
めており、これは談合と変わりないと
いう発想になります。こうした論理か
ら生活部をつくりました。ところが、
生活部は消費者サイドですから、庁内
での扱いが悪いのです。私が無理矢理
つくったので、スペースがないから8

CO
DE

CODE

事務室 
所長室 

知事室 

三重県東京事務所　概要図（改装前） 三重県東京事務所　フリーアドレスオフィス概要図 

応接室 

ワークスペース 

コミュニケーションコーナー 

入口 入口 

改装前後のオフィスレイアウト（245.7m2）
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つの場所に分かれてしまいました。そ
れでワンフロアに寄せろという指示を
して、そこから本庁のFMが始まりま
した。
つまり、恵まれないところから始ま

るわけです。これが全体のBPRです。
ファシリティだけではなく、すべてを
変えていくということです。私は、財
政を変え、人事も変えましたが、FM
は形から変えるということで、ファシ
リティを変えるということは、まさに
人の意識改革にものすごく効果があっ
たと思います。

中津 いまは知事の立場からおっしゃ
いましたが、私は生活部の方々と接し
ていたのですが、見事に受け止めてや
る気になっていました。

北川 既存の体制からいじめられるわ
けですよ。それでFMをきっかけにし
て、改革していったら、やる気だけで
なく実力がつくのだと言いました。「オ
フィスがあっての業務」から「業務が
あってのオフィス」への改革ですね。

●公共FMの広がりと早稲田大学での
FM人材育成
司会 三重県のFMは、形を変えるこ
とで人の意識を変える。FMの本質的
な話だと思います。もう1つ、北川先
生は、人の改革と金の改革は三重県で
もすぐできた。ところがものの改革は
残っているというお話がありました。

北川 これは中津理論でして、ファシ
リティ＝ストックから削れば、宝の人
材を削ることはないことを教えられま
した。人の削減はやらなければいけな
いけれども、ファシリティの削減もす
る。私たちにとっては、これまで知ら
なかった新しい概念です。つまり、も

のから変わることになって、人が変わ
り、意識が変わる。三重県はものから
変えてもいいということで、財政課、
人事課の上に管財課を置いたのです。

司会 その三重県からスタートした公
共のFMは、今、ものの改革、公有財
産をどうやって効率化するかという改
革に取り組んでいます。

北川 これはそこから発展します。公
会計が変わります。三重県の行政改革
である「改革21カ条」の中に公会計の
導入も入っています。発生主義会計で、
貸借対照表も入れて、そうすれば、も
のの価値が認識されてきます。

司会 その三重県の流れが全国に波及
しています……。

北川 よそが遅いのです。ファシリテ
ィマネジャーの資格者がおり、FMを
よく知っているのは青森県など、まだ
一部です。しかし、今もう一段普及し
かかっています。私の教え子が新潟市
にいますが、FMをやります。早稲田
大学では、中津さんに講義をお願いし
て、毎年経営手法の1つとしてFMを勉
強しています。学生には、早稲田大学
26号館について、デマンドサイドから
見てファシリティはどうか、レポート
してもらっています。1年間、彼らで
ダイアログをし、まとめたものを学科
長と事務局とを入れて議論をする。早
稲田大学には尾崎健夫さんという資格
をもったFMの人材がいます。彼に話
を聞きなさいとすすめています。公共
経営研究科の学生は地方自治体の職員
など、いろいろです。その学生が県庁
など、自分の職場へ戻って、FMなど
の改革を進める。そういう人材を育成
しようというわけです。私もだいぶ自
信を持ってきましたから、一生懸命や
っています。

司会 FMを含めて、公共経営に携わ
る人材を育てているわけですね。

北川 育成する中の1つの手法として、
FMを位置づけています。

沖塩 三重県知事時代のFMに対する
取り組みが、公共FMのベースになっ
ているわけですね。非常に貴重なこと
だと思います。

●民間企業のFMの到達点
司会 民間企業の話に戻りますが、現
在の日本の民間企業の中でFMの到達
点について、沖塩先生はどのようにお

考えですか。

沖塩 FMは幅が広い。例えば、建物
をいい状態に保つとか、維持保全に関
してはNTTや東京電力などが昔からや
っています。LCMなど新しいFMの技
術が加わって、世界でも先端的なこと
をしていると思います。ところが、戦
略的なFMの分野になると、やってい
るという感じを受ける企業がまだ少な
いように思います。

北川 病院、大学などの学校のFMは、
かなり進んでいる感じです。そういう
ところから広めて、製造業のオフィス
部門へと進めて行く。製造業について
は、生産現場はいいけれども、オフィ
スはまだ駄目だという感じでしょう。
病院と学校のFMは、さらに大きくで
きるなというのが実感です。

沖塩 それに関しては、今度の東日本
大震災はチャンスだと私は考えていま
す。とくに学校のFMに関して、東北
大学の建築学科に本江正茂准教授がい
ます。私が宮城大学の教授のときに、
後任に推薦したのですが、その後、東
北大学に移りました。今回の大震災で
東北大学の建築学科棟が壊れてしまい
ました。立入り禁止になり、授業が1
カ月遅れで始まったわけです。授業が
始まっても、研究室は立入り禁止、演
習室もない。そういう中で授業をして
いる。先日、会ったときに、「チャン
スだ。君は、ついている」と言いまし
た。本江さんが新しい提案をしても、
大学の先生はなかなか耳を貸さない。
しかし、今度は、彼が大学のFMで提
案をすれば、聞く耳を持ってくれると
思うのです。このように、今は、いろ
いろな分野で改革を進めるまたとない
チャンスだと思います。

司会 北川先生が指摘されたように、
病院のFMは本当に進んできました。
大学も名古屋大学のように前々から着
実にやっている例もあります。大震災
を契機にして、さまざまな分野でFM
が一挙に進む改革が期待されます。ま
た、病院、大学をFMの起点にして製
造業のオフィスの改革につなげる、と
いう民間企業のFM発展の方向性を意
識して活動することも必要ですね。中
津さんは現在の日本の民間企業につい
て、どのようにお考えですか。

●第一世代のFMの活動を、組織に根
付かせる必要性
中津 日本のFMについては、ファシ
リティマネジャーの資格試験に応募し
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た人が、これまで3万人近くいます。
合格者は合計すると1万人ほどになり
ます。そこまでFMは広まっています。
事実、日本のオフィスは変わりました。
昔のように、汚い、狭い、紙だらけ、
ケーブルがのたうちまわっているとい
うオフィスはほとんどなくなりまし
た。そういう意味では、1980年代の後
半、通産省が掲げたニューオフィスの
コンセプト「快適で、効率的なオフィ
ス」は実現したと思うのです。これは、
インハウスのファシリティマネジャー
が実行した面もありますが、サプライ
ヤーの後押しもあって実現したと思い
ます。
この20年間、FMの第一世代で育っ

た人材は、その後、幹部だった人が次
の世代に移る時期になっています。団
塊の世代も定年退職を迎えています。
私の見方では、それぞれの企業の中で
次の世代の育成、バトンタッチがうま
く行われていないのではないかと思い
ます。つまり、最初に資格を取り、
FMの活動をしていた人が卒業して退
職した。その後はうまく根づいていな
い。厳しい見方かもしれませんが……。

司会 それは、民間企業のFMの組織
体制づくりが十分ではないということ
でしょうか。

中津 トップのリーダーシップの問
題、組織の縦割りの問題、それから時
代の持つエネルギー、活力があると思
います。1980年代までは日本の企業は
非常に活力にあふれ、世界中を見て回
り、お金もあった。ところが「失われ
た10年」が、15年、20年と停滞が続き、
中国にも追い抜かれるということで、
活力が上がらない。
しかし、逆に言うと、次のチャンス

では、日本企業のFMはグローバル化
せざるを得ないのです。そういう中で、
日本だけではなく、世界のFMを自分
のものにして、どうやるかという活躍
の余地が大いにあります。ところが、
それをやるには英語や中国語ができる
必要があり、日本人はどうしても出無
精になってしまう。このように、チャ
ンスはある。それをどう自分のものに
していくかという課題が、民間企業の
FMの問題ではないかと思います。

沖塩 昔のほうが、活気があったとい
うお話がありましたが、FM研究会を
つくった1986年頃は、サプライヤーサ
イドが中心でしたが、「これからはFM
だ」という話があちこちであり、FM
にみんなが燃えていました。

●これからは、デマンドサイド、ユー
ザーサイドのFMが重点
北川 先ほど、FMの活力は学校と病
院にあると言いました。これはコンシ
ューマサイドですね。入院したときに
はどう快適に過ごせるかというデマン
ドがあります。同じように、例えば、
図書館が違ってきている。昔の図書館
は決まりきったものでしたが、今は
「本のない図書館」ができ始めていま
す。そうすると、ファシリティが変わ
ってくる。昔、元気のよかった時は、
サプライサイドの話です。今は、チャ
ンスはユーザーサイドから見てフレン
ドリーなものにならなければいけな
い。図書館を見ていても、JFMA賞に
応募してきている施設は、コンシュー
マサイドに変わり始めています。
もう1つは、世代間の違いがあると

私は思います。われわれのときは畳の
部屋が当たり前でした。ところが最近、
自分の子どもを見て、全然違うのです。
美的センスもわれわれとは違うので、
そういう時代の要請、ユーザーの要請、
そういう見方でファシリティは変わっ
て行くのではないかと思います。

沖塩 中津さんの話に絡んだことです
が、感心するのは、JFMA賞の審査に
行きますと、応募する側にファシリテ
ィマネジャーの資格を持っている人が
結構います。こんなところまで広がっ
ているなという実感があります。

北川 延べで1万人を超えるようにな
ってきましたからね。

沖塩 第1回最優秀賞のアクセンチュ
アのように、外資系企業のファシリテ
ィマネジャーでも日本の資格をちゃん
と持っている例が増えました。

北川 これからは、社会の変化として
資格時代に入ってくると思います。部
長さんよりはファシリティマネジャ
ー。そういう資格と能力がある人材の
時代だと思います。

●「リダンダンシー」と「ICT活用の
ワークスタイル」で、一挙にFMを
展開
司会 明日のFMの話、これからの話
についてお聞かせ願おうと思います。
さらに、東日本大震災を契機にして、
何が変わりそうかという話も加えてい
ただければと思います。

沖塩 今回の震災で被害を受けた石巻
市雄勝町（おがつまち）についての話
です。東京駅の屋根は全部雄勝産の天

然スレートで施工します。雄勝は古来、
硯の最高の産地で、雄勝硯伝統産業会
館という硯の博物館があります。私が
宮城大学の時に、宮城県内の公共施設
について、FMの視点で評価してくれ
という依頼があり、見た施設の1つで
す。
2階建てのきれいな建物ですが、残

念なことに本当にお客が来ていない。
ところが、5階建の増築を考えている
というわけです。ばかじゃなかろうか
とその時は思いました。そして、実際
に5階建で完成しました。今度の大震
災で、その建物の4階まで津波が来て、
2階建の旧棟はやられてしまいました。
5階建の新棟の設計者は地元出身で、
津波に何度も遭っているので、収蔵庫
は地上4.5mに置いて2重扉、設備機械
は全部屋上に載せました。それで収蔵
品は無事だったということです。
目先の経済だけを考えれば、お客も

来ない施設での5階建増築は、ばかげ
ていますが、津波のリスクを考えると
必要だったという見方もできます。

北川 私は、じつは3月11日に、仙台
で被災をしました。2泊3日の避難民生
活でした。あの時はいかにデジタルが
もろいか、よく分かりました。携帯は
駄目で、有線の公衆電話は使える。夜
になったら停電でテレビが駄目で、携
帯ラジオ。電気が駄目で、ろうそく。
つまり、デジタルとアナログの両方が
必要なのですね。輸送機関も太平洋側
は全部駄目だから、日本海側に行き、
東京へ帰れました。
こ れ は 、 リ ダ ン ダ ン シ ー

（Redundancy：冗長性）、複線型が重
要だということです。先の雄勝町の例
は、機能性・経済性と安全性の問題だ
と思います。今度の大震災では、安全
性のほうが勝ってしまった。しかし、
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リダンダンシーを考えた計画をしてい
れば、機能性・経済性と安全性とは、
うまく折り合いがついたかもしれませ
ん。
成熟社会では、リダンダンシーにつ

いて、想定外であってはならないので
す。複線型で、機能と経済的利益とを
考えなくてはならない。私は両方の効
果をきちっと見極めるようなファシリ
ティづくりが、これからの課題の1つ
であると思います。
もう1点、大震災のことではワーク

プレイスの話があります。私はマニフ
ェスト研究所をノーオフィスにしよう
かという議論をしています。スカイプ
を使ったりしてバーチャルオフィスに
しようか、という議論です。職員が京
都へ避難したのですが、それで何にも
困らなかったのです。パソコンを持っ
ていっているから。だから、私はオフ
ィス革命が絶対に起きると思う。マニ
フェスト研究所は、今、真剣に考えて
います。おそらく、100％スペースを
なくすのではなく、3分の1くらいに減
らしてもいいのではないか。
私は、今後在宅勤務が、一気に進む

と思います。先の三重県では携帯機器
が活用できたからオフィス改革ができ
たのですが、スカイプなど新しいイン
ターネット技術、ICT活用の時代にな
って、もう1回改革の波が来ると思い
ます。このように、大震災を契機にし
て、リダンダンシーとSOHOのワーク
スタイルが、FMを一挙に変える可能
性があります。

沖塩 本当に大震災をチャンスにしな
くてはいけないですね。

●縦社会の歪みを是正する、FMの本
当の価値が発揮できる夜明けに期待
松成 中津さんは「大震災は第三の敗

戦」だと言っていますね。

中津 私ではなく、堺屋太一さんが
『第三の敗戦』という著書で述べてい
ます。私の持論とだいたい合っている
のです。今度の大震災、原発の混乱な
どを見ていると、戦後日本の発展にま
つわるいろいろな歪みが一挙に表面化
してきたものだと思います。その最た
るものが、発電を受け持つ9電力会社
と、それをチェックしなければいけな
い原子力保安院が、経産省という中で
同じ穴のムジナ化してしまって、チェ
ック・アンド・バランスが効かない。
これは日本の縦社会の典型的な歪みで
す。
前向きに考えると、これは新しい時

代の夜明けが近づいているのだと思い
ます。FMは横串ですから、今までFM
が素直に受け止められなかったのは、
縦社会で受け止める風土ではなかった
のだと思います。それが、大震災で行
き詰まって、どうにもならなくなって
きた。だから今度、夜明けが来るとき
には、横串を通すFMの時代が来ると、
私はFMの本当の価値が発揮される時
ではないかと考えています。

北川 だから、BPRなのです。

中津 そうですね。北川先生が言われ
たように、今後はユーザー指向に変わ
っていく。今までは、省庁が中心の縦
割りでしたが、それが地域主権となっ
て、それぞれの地域の知恵とデマンド、
生活者のデマンドが中心になる。そう
いった中で、FMは、だんだんとです
が、地方自治体で盛り上がりを見せて
います。いわば、地鳴りのような、底
から沸き上がるものを感じます。そう
いう意味では、企業よりも公共の地方
自治体で改革が起きつつあるという感
触を持っています。

北川 まったくその通りで、世の中の
つくり直しだと思います。BPRは理
論・理屈だけではなかなか動かないで
すね。私も政治の世界が長いですが、
反動で動く場合がある。第二次大戦で
は、140以上の�市が灰燼に帰し、300
万人が亡くなった。この事実は重く、
縦が横でも経済大国に変わらざるを得
なかった。こういうきっかけがないと、
なかなか変わらないのです。大震災が
起きて、未曾有の被害が出た。東北地
方はお金がなくても、絶対に助けなけ
れば国家とは言えないです。そうする
と、パラダイムを変える以外に解決の
方法はないのです。まさに、新しい時
代の幕開けだと思います。

沖塩 その通りだと思います。それを
チャンスに変えなくていけない。

司会 池田さん、パラダイムシフトと
いう点では、坂本会長が第3ステージ
での活動として、経営基盤としての
FMへの転換を訴えています。今まで
は、ファシリティマネジャーの人材育
成などよい面も多くあったと思います
が、経営基盤としてのFMの認識とい
う点では経営者に啓発が足りなかった
のではないかとの発言がありました。

池田 坂本会長は、今日、強調された
サプライサイドからデマンドサイドに
シフトして発展しようという方向性を
打ち出しています。今後、第3ステー
ジでJFMAあるいは日本のFMが発展
を続けるには、まさにデマンドサイド、
ユーザーサイドにFMをさらに普及し
ていくことが最重点だという認識で
す。

●トップへの啓発と組織体制づくりが
重要
司会 坂本会長は、経営者レベルでの
啓発を深めたいと考えています。じつ
はFMをうまく実行している地方自治
体では、首長とFM担当組織が上手に
つながって横串を刺している体制があ
ります。そうした自治体では、FMの
業務管掌を持った新組織をつくってい
ます。例えば、三重県の後、青森県、
武蔵野市、佐倉市、三鷹市などで、公
共FMの組織体制ができています。そ
ういう意味では、公共のほうが民間企
業よりも、FMの組織づくりという点
では進んでいる状況になってきまし
た。

北川 初めての業務は、意外と組織づ
くりはやりやすいのです。トップが決
断をして、その組織で行くぞとなると
動きやすい。その次には、行政財産と
普通財産のうち、行政財産は縦割りの
各部が持っています。これを取り上げ
て、トップが持たなければ駄目です。
公有財産の管理はトップの権限です。
もっと言えば、市民のものです。だか
ら所有から使用へと転換する。そうい
うシステム変えがあると公共体はすっ
と入ります。三重県はそれがやれたの
です。トップがそこに気付くかどうか
だと思います。

沖塩 やっぱりトップですね。地方自
治体で、そういう機運ができていると
いっても、トップにその意識がなかっ
たら全然駄目です。お役人はまじめで
すから、税金を無駄にしてはいけない、
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勤務体制も時間通りに来なくてはいけ
ないで、規則通りを優先すれば改革に
はなりません。

司会 多くの地方自治体ではトップの
意識も変わってきています。

北川 トップが変わってきたことも事
実ですね。地方分権推進法が1995年に
通りました。2000年には地方分権一括
法が施行されている。それらが整備さ
れ、地方は総合行政をせざるを得ない
のです。地方分権では縦割りを減らし
て、総合的に最大価値を求めて、それ
を実現することになります。これから
は、市民に説明責任を果たそうと思え
ば、ファシリティ、ストックの面を見
ざるを得ないという流れです。そうい
う意味でも公共FMの進展にはチャン
スです。

沖塩 トップと同時に下で意識を持つ
人たちがいること。三重県も東京事務
所に素晴らしい人がいた。そういう人
たちと両方がうまく組み合うことが必
要で、むしろ下から動いて、上が理解
してくれる形がいいですね。

北川 トップが開明的になる。部下が
開明的になってトップを変える。三重
県の改革では、私が最初に仕掛けたけ
れど、あとは部下がこうすべきですよ
と進言してくれました。

●成熟社会、ダイバーシティ、まちづ
くりまで考慮する明日のFM
司会 それを何とか日本の民間企業で
やりたいものですね。民間企業でも、
大震災を契機に変わりそうな感じはあ
りますか。

中津 私はその点について危機感を持
っています。私は企業人ですから、企
業が儲かって国や地方に税金を納め
る、企業が儲かって給料を払える、こ
れが国の根幹だと思います。ところが、
日本は法人税が高い、さらに今度の大
震災では電気がないというように、企
業を痛め付けています。経団連の会長
も盛んに言っていますが、あれは本当
に悲鳴だと思います。日本の国自身が
今まであまりにも企業に甘えすぎでは
ないかと考えています。
日本IBMに何かの工場をつくる場

合、各国のIBMとの競争なのです。ど
れだけいいものを安くつくれるかとい
う競争です。これまでは、日本IBMは
有利な立場にいました。中国もいなか
ったし、円も360円だし、楽勝の連続
でした。つまり、勝つ環境があったの

です。ところが、今、勝つ環境がどん
どん失われている。むしろ政府のほう
が勝つ環境を奪っています。私は企業
に関しては、国民を含めて企業が日本
にいることの大事さを再認識する必要
があると思います。

司会 公共のFMも、民間企業のFMも
大震災を契機にして大きくパラダイム
シフトで変わってもらわないといけな
いですね。最後に一言ずつ、これから
のFMに期待されることを、お願いし
ます。

北川 ヨーロッパの歴史のある国は、
日本と違って、明らかに町や建物に対
してパブリック性があって、全体的に
きれいですね。オフィスの中も、ハウ
スの中も、街全体きれいにしている。
そういう成熟社会をつくっていく必要
があります。そういう意味で、FMの
働きも、日本とは異なっています。日
本のFMは、今まではどうやって早く
つくろうとか、機能だけで来ました。
今度は、成長社会が成熟社会になった
ら、私はリダンダンシーで、美しいこ
と、健康にいいことなどと両立してい
ないといけない。やはり、成熟社会で
は、美しいハウス、美しいオフィス、
美しい街であってほしい。そういう
FMになってほしいですね。

沖塩 美しいオフィス、美しい街に繋
がるFMになって欲しい、ということ
には全く同感です。ただ、「美しい」
ということに一言申し上げたい。昭和
30年代、日本の都市の問題点として
「零細敷地にペンシルビル（鉛筆のよ
うな細いビル）」と「都市に空地がな
い」の2点が取り上げられました。欧
米の都市では、「広場」があり「1区画
に1建物が基本」。日本でも、敷地も纏
め空地を取ることを奨励しようと、特
定街区や総合設計制度などができまし
た。私も昔はそれらの制度作りに関わ
っていました。
しかし、東京理科大学に移り神楽坂

の街を知って、考えがガラッと変わり
ました。狭い路地の雰囲気、表通りも
歩道に沿って連続する多様な商店街の
魅力に引き込まれました。2階建ての
お店がその敷地のまま建て替えると元
のお店が戻ってきて街の雰囲気は変わ
りません。幾つかの敷地を纏めた再開
発では、建物は道路からバックし商店
街の連続性が失われます。神楽坂のよ
うに、ヒューマンスケールの街の魅力
も大切にする必要があり、都市や建築
の作り方に、多様性を大切にすること
が必要だと考えています。オフィスも

同様でしょう。

司会 最後になりますが、中津さん、
これからのFMに期待されていること
について、お願いします。

中津 今まで、過去20年にわたって自
分の持っている資産とか、自分の会社、
あるいは自分の働く場所というスケー
ルの中でやってきました。私はこれか
らのFMは、それをスケールアップす
る、規模を大きくものを考える必要が
出てくるのではないかと思います。
FMの横串を通すというよさを十分に
発揮すると、おのずからそうなってく
るように思います。
例えば、公共FMでいうと、総合的

に施設資産を把握しなさいと言ってき
ました。それで、公共FMを導入して
ファシリティに関する土地・建物の全
体像が把握できたとしましょう。しか
し、トップから見ると、インフラを含
めたらどうなるのか、道路・橋梁など
を含めた全体の資産が見えないことに
なります。その中で、ファシリティの
位置付けが見えないと十分ではないわ
けです。これは、FMが道路や橋に手
を出すべきだということではなく、総
合的にものを見る、横串を通す見方を
拡張する必要があると言いたいので
す。それを広めていく必要がある。
今度の大震災で、地震が起き、津波

が来て、市全体が流れてしまいました。
それをどのように復興するかという課
題では、これまでFMの対象であった
公共の施設だけを考えるわけにはいか
ない。まちづくりが一体になって初め
て公共の施設は存在するというよう
に、スケールアップした考え方の中で、
FMを位置付ける必要があると思いま
す。
さらに言うと、地域主権が進んでく

ると、それぞれの地域が自分の知恵で
特徴のあるものを売って輸出をする。
あるいは外国のお客さんに来てもら
う。いわゆる地域の経営そのものに腐
心する必要があります。そういう地域
経営にも、横串でものを考えるFMの
考え方は、役に立つはずだと考えてい
ます。

司会 本日は、日本のFMの「昨日・
今日・明日」にまつわる示唆に富んだ
ご意見をたくさんいただきました。第
3ステージに入ったJFMAの活動にも、
いろいろ活かして行ければと思いま
す。本日は、どうもありがとうござい
ました。
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Section 2 Symposium座談会 

米倉　誠一郎 
一橋大学イノベーション研究センター長・教授 

沖田　章喜 
株式会社NTTファシリティーズ　代表取締役社長 

坂本　春生 
社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会（JFMA）会長 

（2011年7月22日　六本木ヒルズにて） 

 
 

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会理事 

 
 

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会副会長 

 

司会 本日は、3.11東日本大震災を踏

まえ、『今後のわが国の在り方とファ

シリティマネジメントの役割』につい

て、鼎談していただきます。

■我が国の現状について

米倉 3.11東日本大震災は、未曾有の

大災害と言われています。しかし、太

平洋戦争終結後の広島や東京の惨状を

思い起こせば、我国国民は、今回のよ

うな大被害に未経験ではないのです。

震災で被災された方々、亡くなられた

方々には誠に申し訳ない言い方となり

ますが、今は、我国にとって、大きな

チャンスの時期でもあるのです。これ

を生かさないといけない。

この対談をしている、六本木ヒルズ

の窓から見える豊かな暮らしが、未来

永劫に続くとは、到底思えません。

我々が小学校の時、地球の人口は36億

人であると習いました。それが去年70

億人になりました。約2倍です。エネ

ルギーや資材をどう利用するかを考え

る時代、使い捨てはあり得ない時代に
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なったということです。

原子力発電は、最終処理に回答がな

いテクノロジーです。人類の歴史がま

だ2万5千年なのに、半減期2万4千年と

言われる物質を取りあえず埋めておく

という処理の仕方はあり得ない。

■FMの時代到来

米倉 我国は、脱原発という方向に行

くべきだと思います。そうするとエネ

ルギーの3割削減が必要ですが、不可

能ではありません。今あるものをどう

やって効率的に使っていくかを考え

る、まさにFMが必要な時代になった

と思います。

航空会社は、新しい航空機を導入す

るとき、10年後に機体を廃棄する手法

も考えています。これに対し、レアメ

タルがたくさん使われている家電製品

やコンピュータはただそのまま捨てる

設計になっている。これではいけない。

製品を作る時から、どのように解体で

き、何がリサイクル、リユーズできる

のかを十分考えるべきです。

オフィスも無駄が多い。新しいテナ

ントが入ると、まだ十分使える設備什

器を全部捨てて、自分の好みにする。

最近ITは、CEOのマターになりまし

た。ファシリティも、会社の大きな方

針の中でCEOが考えなければいけな

い。ファシリティは、坂本会長のおっ

しゃるとおり、経営というテーブルを

支える脚の一つなのです。

■FMの一環としてのBCPと省エネ

沖田 NTTファシリティーズ社は、

NTTのコアビジネスである電気通信･

情報通信事業をファシリティの面から

支える、業務分担会社です。今回の震

災では、NTTの事業にも大きなダメー

ジがあり、我社はその回復のために働

いてきました。最も重要で、迅速な対

応が必要とされたのは、NTT施設への

電力エネルギーの確保でした。

3.11を機にFMの大きな切り口に浮

上したのは、B C P（ B u s i n e s s

continuity plan）だと思います。BCP

即ち、事業と企業をどう継続させてい

くかの計画は、FMの大きな役割です。

特に省エネ省資源が重要です。

そのためにはイノベーション、技術

革新が必要となります。FMは、財務

や維持管理と並んで、技術をどう取り

入れていくのかが大きな要素です。

■想定外をどうするか？

坂本 3.11では、想定外という言葉が

しばしば語られました。想定外を織り

込めばコストは高くなります。しかし、

BCPの観点で考えれば、結果的にコス

トは安くなります。想定外をどう捉え

るかということも、FMの仕組みを考

える中で出てくると思います。

■省エネをビジネスに

米倉 普段から、幾つかのコンティン

ジェンシープランを持っていなければ
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いけないことが、明らかになりました。

今後は、エネルギー、電源供給という

ところまで広げて準備する。その結果

得られるものは、全てビジネスに繋が

っていくから、実は内需復興に繋がっ

ていくのです。

ここで確立したテクノロジーは、全

部世界に売れるわけです。日本がエネ

ルギーを3割削減できたそのノウハウ

を売る。コストカットでなく、需要創

造に向かっていると考えると、幾つか

のコンティンジェンシープランを持つ

ことや、ある種の予備電力を持つとい

うことも、大きな需要創造をします。

イノベーションの観点では、日本には

要素技術があるから、それをまとめて

FMをやりましょう。

データセンターが東京に集中してい

ることは危険だということが、今回よ

く判りました。将来はクラウドになり、

サーバー側で管理するから安全である

と言いますが、幾何級数的に数が増え

るサーバーをどうするのか、という問

題が残ります。直下型地震の危険があ

る東京に置いておいては危険です。冷

却熱が少なくて済む北海道や中国地方

の鍾乳洞の洞窟に入れるなど、様々な

代替手段が考えられます。

瀬戸内海の犬島には、三菱銅精錬所

の建物を残したまま、素晴らしい美術

館にコンバージョンした事例がありま

す。冷暖房なしの美術館です。夏は、

ちょっと深いところにある部屋の冷気

を上層階に挙げて冷房代わりに、冬は

上層階に温室を作り、そこで暖めた空

気を流す。冷暖房なしで運営できる施

設が日本にもあります。我国は昔から

自然の力を活用することを得意として

いました。

■愛知万博のFM

坂本 FMの原点のひとつはコストカ

ットですが、今は需要創造の意味が大

きいと思います。コストをかけること

で人々の意欲が上がる、という効果も

あります。結果として、生産性向上に

繋がります。いろいろなところで経営

にタッチして、ファシリティが変わる

と人が変わり、組織の文化が変わると

いうことを多く見てきました。

文化が変わると、イノベーションマ

インドが出てきます。愛知万博を携わ

った時に、「万博は盛大に開きなさい。

しかし、土地を傷めてはいけません、

木は切ってはいけません、住んでいる

動物はいじめてはいけません」と言わ

れ、暗礁に乗り上げました。これで悩

んで、解決できたのは、空中回廊を用

いるという、ファシリティに関する新

しいアイデアを獲得したからだったの

です。イノベーションは、意欲からも

起きますが、窮地からも起きるもので

す。

そこから、従来の万博とは違う、土

地は一切削らない、木も切らない、池

も埋めないという形で会場を造るとい

う推進が可能となりました。豪華なパ
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ビリオン建設競争も止め、終わったら

畳んで、再利用できるように最初から

設計する。結果、愛知万博の「自然の

英知」というテーマが、奇しくも成功

したのです。

■窮地を救うFM

米倉 我国は今、窮地にあります。カ

リスマリーダーは要らない。必要なの

は、プロフェッショナルです。プロフ

ェッショナルがそれぞれの場できちっ

とした仕事をすれば、日本には要素技

術もあるし、創発的な破壊が起こると

信じています。

東北で被害を受けた小中学校を、太

陽光発電装備で再建すれば、太陽光パ

ネルが大量発注されて安くなり、実用

価格になります。この震災を契機に、

義務教育の学校を太陽光発電化したら

どうでしょうか。

その技術は、他国に売ることが出来

ます。この危機の中で、新しいイノベ

ーションをどう促進していくかが重要

です。日本には、要素技術はある。そ

れをどう組み合わせるか、というとこ

ろにだけ、思考停止があったのです。

■英知を集結させる力の重要性

沖田 英知を結集させる力が大切で

す。例えば、代替エネルギー技術。我

国は、太陽エネルギーに関して、10年

ほど前までは、世界屈指の技術を持っ

ていたのです。日本の要素技術を駆使

すれば、コストも下がってくると思い

ます。太陽光発電の効率はあまり高く

ありません。まだキロワット当たりの

値段が高いです。

まずパネルは、大量に生産する情勢

をつくりあげる。太陽光パネルを載せ

る台を簡略化させ、休耕地や埋立地と

いった土地利用しやすい工法を使うこ

と。そして、電気の交流、直流の問題

等を操作させること。これを開発でき

れば、値段が下がると思うのです。

新エネルギーをいかにイノベートす

るか、これが大きな鍵になるし、政策

も後押ししながら進めることが出来れ

ば、FMの一つの要素として、エネル

ギーをいかに施設の中に組み入れるか

が出来てくると思います。

■エネルギーの節減／表彰も

米倉 これからは、エネルギーをどう

いうふうにするかについて、考えねば

なりません。

太陽光、地熱、風力といった代替エ

ネルギーの検討は、先が長いのですが、

セービング（節減）は早い。エネルギ

ーを3割増やすより、3割削減する方が

早い。例えば、ビルを造る時に、今ま

で廃棄していた地下水を活用する。地

下水は、一年を通じて17℃程度で、冬

は暖かく、夏は涼しい。それを天井や

屋根まで持っていく仕組みを作ること

で、ほんのり暖かくて、ほんのり涼し

いというエコハウスができます。
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今まで、我々の周りにある使えるも

のに対して、目が向けられていません

でした。食料と同様、エネルギーを無

駄に使ってきた。しかし、こんなに小

さな国が、そんなことでいい訳があり

ません。

沖田 JFMA賞でも、省エネをどのぐ

らいやったかを評価して表彰していく

ことは、今年はタイムリーで良いかも

知れません。BCPに対しての取り組み

も、表彰に値します。総体的なFMに

は多様な項目がありますが、個々の項

目の評価も、FMを普及させていく分

かりやすい手法となりえます。

米倉 これを契機に、省エネ・BCPと

いった新しい指標を入れると、まさに

FMの話として大きくなります。

坂本 FMの精神を普及しつつ、その

上に立って個別のことを評価するとい

いのですが、今まではプロフェッショ

ナリティの高い方がFMを進めてきて

いて、どちらかというと現場性、個別

性が強かったのです。

JFMA賞は、トータルで実践してい

るところと、先端的にイノベーティブ

に取り入れて果敢にやったところと、

この二つからなるほうが分かりやすい

と感じています。エネルギーの問題が、

FMの重要な課題であることがよく分

かりました。

■トータルなFM／まずはやってみる

米倉 QCがTQCとなって大きく発展

したように、FMもトータルFMとして

認識されると広く普及するのではない

でしょうか。

今は何でもやってみるときです。や

ってみて見えるものというのがあるの

です。日本で良くないのは、「やって

みなければ分からないこと」を「やっ

てみないと分からないからやめよう」

になっていることです。

イノベーションは、「やってみなけ

れば分からないのだから、やってみよ

う」というところにしか生まれない。

ここでは、「やってみなければ分から

ないからやろう」というリーダーシッ

プが大事になります。

■創発的破壊とプロフェッショナリズム

米倉 『創発的破壊』という本を書い

たときに、一つひとつの営みは小さい

が、たくさんになると大きなパワーを

発揮する事例として、アリ塚を挙げま

した。アフリカや南米で見られるアリ

塚は、とても精巧なアーキテクチャー

で、中央に女王アリがいて、外的侵入

があるとどうやって逃げるかというコ

ンテンシージェンプラン、まさにBCP

がしっかり成立していて、一番風通し

がいいところには餌置き場があり、そ

の対極に、資材置き場とかごみ捨て場

がある。

こんなに精巧なアリ塚は、きっと女

王アリが指令を出していると思って観

察してみると、女王アリは卵を産んで

いるだけなのです。働きアリは、餌を

集めているだけ。しかも、2本の触角

とお尻からちょっと出るフェロモンし

か、コミュニケーション手段がなくて、

周りに敵が居ても、目すら見えないの

です。それにも関わらず、どうしてこ

んなに精巧なユニバースがつくれるの

か。

リーダーがいなくて、自分に与えら

れた情報や処理の範囲が小さくても、

個々がきちっとやることで、アリ塚の

ような大きな仕事ができるのだという

ことを理解できます。

今の日本で、白馬に乗ったリーダー

が出てきて、日本の問題を一切解決し

てくれるなんてあり得ない。そうなる

と、我々一人ひとりが、プロフェッシ

ョナリズムをちゃんと発揮し、自らの

守備範囲をしっかり務めることが大切

だと思います。もうリーダー待望論は

やめて、行くべき方向だけは何かをみ

なで共有しようと、強く感じます。

■若者とエンジニアにエールを

米倉 今、我々が語りかけなければい

けない相手は、若者です。Facebook

では、「この地球のために技術者がで

きること」といった会がどんどん立ち

上がっています。例えば、IT企業の人

が「いま開発しているこのコピー機で

3ワット電力を削減できるなら、それ

を1億台入れたら3億キロワット減るじ

ゃないか」と語りかけている。日本の

技術者がみんなそういうことを考えた

ら、絶対に地球は良くなる。このよう

なことが、Facebookを中心に動き始

めています。これこそ創発的パワーだ

と思います。

リーダー待望論よりも、自分のプロ

フェッショナルを守りきる方をすすめ

たい。次に、若い人たちに、こういう

ものを作ろうと言うことが、いま一番
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大事かなと思っています。

しかし近年、若者が国外へ出なくな

ってしまっているのと、エンジニアの

ステータスが下がってきているのが問

題です。エンジニア、日本の技術オタ

クにエールを送らないといけない。

我々の足元にある技術を、どうやって

広げていくかが重要です。FMをやっ

ている、ファシリティオタクみたいな

人を支援しないといけないと思いま

す。

■これからのFM

坂本 これからのFM普及のターゲッ

トは地方公共団体だと考えています。

それぞれ業務が似ていて、悩みも似て

いるからです。また、類似自治体と比

べるので、成功事例が波及しやすいの

です。企業も大切ですが、地方公共団

体のFMを、何とかムーブメントにし

たいと思っています。

次に注目しているのが大学と病院で

す。事業経営・組織経営としては遅れ

ています。FMが必要とされているは

ずです。JFMAが、大学や病院とネッ

トワークが組めないかということも考

えています。大学と病院が変わってく

ると、世の中も変わりますし、FMも

価値が上がると思います。

米倉 大学は、設備から見ても、大き

なFMのポテンシャルがあります。屋

上はガラ空き、緑も残っている。耐久

性をあまり考えていない外壁があり、

光熱利用を考えていない施設がある。

図書館の照明は、白熱電灯です。

沖田 最近は、銀行系のFMが進んで

きています。業務統合も引き金になっ

ています。我社は、銀行のFMを全国

で支援させていただいています。

坂本 統合すると、ファシリティが見

えてきます。それまで埋もれていたも

のを財産計算して、検討すると、ファ

シリティの存在が見えてきて、いや応

なくトップにFMとして迫ってくるの

です。普段、ファシリティは見えない

ものなのです。

■FMの役割とは

沖田 エネルギーも含めて、ファシリ

ティを見える化することが重要だと思

います。そして、その現状を、どんど

ん配信することも重要です。改善した

事例等を皆さんにアピールして行くこ

と、これの繰り返しが役立ちます。

米倉 3.11を契機に、日本は脱炭素社

会、脱原発の世界的リーダーになると

決心すべきです。そのためには、エネ

ルギーをいかに効率的に使うか、ある

いはいかに削減できるかが勝負です。

今からまた原発に依存して、炭素エネ

ルギーをたくさん消費するようでは、

世界は日本を尊敬しません。日本は、

全く違うリーダーとして歩き始めたの

だ、ということを世界に見せる義務が

あると思います。

その中で、FMは重要な柱だと思い

ます。オフィスの中でどれぐらいエネ

ルギー効率を上げられるか、を大きな

柱として、世界の省エネリーダーにな

る。その時に、日本的なFMの事例を

たくさん作って、世界の人が日本で学

びたいと、ジャストインタイム、カン

バン方式をみんな学びに来たように、

訪ねてくる、そういう指針を出す。

それが一度ノーマルになると、今ま

でと全く違った発想でデザインを考え

なければいけないし、オフィスの在り

方も考えなければいけない。これがま

た内需につながりますから、日本の国

力を豊かにします。

方法として、Facebookなどは、素

晴らしい発明だと思います。ホームペ

ージもいいと思います。悩んだらここ

に来てください、こういう事例がある

と開示するのです。

JFMAの大会（JFMA FORUM）で

も、最先端事例を学んで帰り、そこに

ビジネス・オポチュニティがあるとい

うことが分かれば、会員も増えるでし

ょう。

いまFMは追い風です。時代はそこ

に来ているので、ぜひ頑張っていただ

きたいと思います。

坂本 本日は、広い話を伺って、大き

な展望のもとに私たちのミッションが

判り、最後に具体的な示唆も頂いて、

大変ありがたかったと思っています。

私どもも大きな展望の下にたまには

失敗するかもしれませんが、いろいろ

なことを仕掛けてチャレンジしていき

たいと思います。ぜひご支援をお願い

したいと思います。
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いきなりカラーページで、見慣れないテーブルの絵や樹木の絵があり驚かれた方もいらっしゃるかもしれませ

ん。これらは、本協会の坂本春生会長が昨年着任以来、ファシリティマネジメント（FM）を、経営者の方や初

心者の方にいかに短時間で理解していただけるか、簡単な絵で紹介できないものかと、多くの方々のご意見をお

聞きしながら、自ら1年かけて作成したものです。

FMを一言で表現するのは大変難しいことですが、それが絵で表現されると分りやすく印象にも残ります。ま

た、絵にすることで、言葉では表現できなかったもの、絵にすることで、あいまいにしていたことがより明確に

なることもあります。言葉の良さと絵の良さをうまくミックスして、FMのご理解を頂ければという思いで作成

いたしました。

「ファシリティマネジメント（FM）導入のおすすめ」には、リンゴのテーブルの絵が大きく描かれています。

経営を支える4つの経営資源は「財務」、「人事」、「情報システム」、「ファシリティ」があります。これらを4つの

足に例えています。一般に我国では「ファシリティ」を除く3つについては経営的に真剣に取り組んでいますが、

ファシリティについては真剣に取り組んでいない、テーブルの足が折れていたり折れかけている状況ではないの

か。折角実った果実、経営成果（青果？）がこぼれ落ちて、無駄にしていないか。これらをテーブルの絵で表現

しています。ファシリティは経営者が見落としている最後の有効な経営資源なのです、それに気付いていただき

たいという思いを込めた絵です。

「我国のFM普及の樹」は、我国にFMが導入されて以来、20数年経過しておりますが、その状況と今後のあり

方を示しています。今までFMを先導してきたのは一部の先生方やFMをビジネスとする供給者（サプライヤー）

側が多くを占めてきました。先見性のある一部の需給者（ユーザー企業）を除き、多くのユーザー企業の反応は

今ひとつという感じでした。FMをさらに発展（葉を茂らせる）ためには、インハウスでFMを実践するいわゆ

るユーザー企業の「インハウスFM」の葉を茂らせることが大切です。これは、日本を安全で豊かな国にするた

めにも、そして企業力を向上させるためにも、必須のことだと考えています。

「JFMA事業の樹」は、日本でFMを普及･推進する母体としてのJFMAが取り組んでいる事業と、またこれから

取り組もうとしている事業とを表現したものです。JFMAは、今後FMをさらに強力に推進するための3年間の行

動計画として、「ステージアッププラン」を作成しました。これらを樹として表現し、特にステージアッププラ

ンで取り組むことを「若葉」で表現しました。JFMA事業の全体像がご理解いただける絵です。

これら3つの絵は絶えず変化・発展しています。今回の特集号の時点での成果を掲載させていただきました。

是非、皆様からご意見・ご指摘をいただければ幸いに存じます。

会員の皆様とご一緒に、これらの「絵」の完成度を上げるとともに、FMをより強力に推進していけることを

祈念して、「絵」の紹介をさせていただきました。

（文責：成田一郎）

「卓上のリンゴとFM・JFMAの樹へのいざない」の解説
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■東日本大震災で再認識した重要な経営基盤

先の東日本大震災では、500年に一度、あるいは1000年

に一度という甚大な被害がもたらされた。なかでも、施設

に代表されるファシリティの損失は、企業や行政の活動に

大きな支障をもたらすことが、改めて認識されることにな

った。

ファシリティは、まさしく企業にとって経営の根幹を左

右する経営基盤なのである。JFMAのステージアッププラ

ンでは、ファシリティの需要サイドである企業の経営トッ

プに、FMの必要性、ファシリティの重要性を、改めて訴

えて行く計画である。本稿では、経営層に理解を深めるた

めのメッセージを考えてみた。あくまでも私論であり、

JFMAの公式メッセージではないが、経営層への説明の一

助になれば幸いである。

■経営基盤としてのファシリティ

「経営基盤」は、耳慣れない言葉かもしれない。ヒト・

モノ・カネ・情報は、「経営資源」として認められている。

「経営基盤」は、人事・財務・ICTシステム、そしてファシ

リティという経営の根幹を担うシステム（仕組み）もしく

は業務という意味で使っている。業務という意味合いが強

い場合には、「ファシリティ」ではなく、「ファシリティマ

ネジメント（FM）」と言うほうが適切である。

経営基盤の良否は、まさしく経営そのものの命運を左右

する。財務・品質・供給の視点で評価して、バランスよく

最適化されている必要がある。たとえば、ICTシステムの

品質が劣っている場合、放置すれば情報漏洩等により顧客

に大きな不便・損害を与え、経営に大きな痛手をもたらす

ことになりかねない。

ファシリティの品質が劣っていれば、業務に支障をきた

し、従業員の志気も下がり、人材の確保もままならない。

そして、企業イメージが低下してブランディングやマーケ

ティングにマイナスとなる。さらに言えば、資産の効率的

な活用ができず、コストの上昇を抑制できないなど、企業

財務に悪影響を与えることになる。ファシリティは、財

務・品質・供給のバランスよく、最適な状態であるように

維持されねばならない重要な経営基盤なのである。

■経営基盤にふさわしいマネジメント体制の構築へ

重要な経営基盤であるファシリティを適切に管理する担

当部門が、日本の企業では確立されていない場合が多い。

「ちゃんと総務部門でやっている」と反論する企業も多い

ことだろう。しかし、財務やICTなど、他の経営基盤は総

務部門で担当していない。専門的な知識と経験が必要だか

らである。

経営基盤としてのファシリティを適切に管理するには、

財務やICTと同様に、専門的な知識と経験をもつ人材を登

用してFM担当部門を確立するべきである。従来の総務部

門は、機能戦略を担当する高いレベルに置かれている例は

少なく、FM戦略を立案して実行するには無理がある。か

つては、ICTも同様に戦略部門としての地位がなかった。

その後、経営の中核を担う経営基盤としての認識が高まり、

CIO（Chief Information Officer：最高情報責任者）を置き、

経営基盤に適したマネジメント体制が築かれている。

ファシリティは、専門的な知識と経験をもつFM部門と

して、CFMO（Chief FM Officer：最高FM責任者）のもと

にマネジメントされるべき重要な存在である。民間企業で

は、FM部門が確立されている例はまだ少ないが、民営化

された日本郵政には不動産部門が置かれ、FM戦略の立

案・遂行を担っている。一方、公共FMを推進する地方自

治体では、FMを専任的に担当する部門が青森県、武蔵野

市、佐倉市などで確立されてきている。民間企業が新しい

マネジメント体制を築く見本がここにある。

■コスト管理だけでなく、適切な投資マネジメントへ

経営基盤としてのファシリティが認められることは、フ

ァシリティへの投資に影響する。

従来は、オフィスなどファシリティへの投資という視点

は重視されず、コスト管理の対象という視点が中心であっ

た。経営基盤を盤石なものにするには、財務・品質・供給

の視点からファシリティへの投資が検討され、最適化が図

られるべきである。重ねて言うが、ファシリティはコスト

のかかる「必要悪」ではなく、経営の根幹を支える重要な

経営基盤なのである。

経営基盤としてのファシリティ
経営層に理解してもらうためのメッセージ

プロコード・コンサルティング　代表
機関誌Current編集委員会アドバイザー
認定ファシリティマネジャー

松成　和夫
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Section
1
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Section
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Section
4

Section
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『FMによって人が変わり組織や活動が大きく変わる』
株式会社イトーキ　代表取締役会長　山田　匡通

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会副会長

経済・経営環境の閉塞感を打破するため、公共・民間企業において経営改革が行われている中で、

東日本大震災は想定外の広域・複合災害として未曾有の被害をもたらしました。今後は、組織が保

有または使用する施設を地震・災害リスク対策という観点だけでなく、震災復旧・復興そして事業

継続にむけてファシリティを含めた経営資産をBCM（事業継続マネジメント）の観点から見直し、

整備することが必要とされます。

その中でFMはどのような役割を担うことができるのでしょうか。

組織活動を支える重要な経営資源であるファシリティを適切にマネジメントすることは、コスト削減やリスク管理に寄与す

るだけでなく、ファシリティを利用するワーカーを含めた“人”に大きなインパクトを与え、その結果“組織”や“活動”が

大きく変革する可能性があります。FMはそういう力を秘めていると思います。

FMを経営に取り入れることが経営改革につながることは、いまさら確認することではありませんが、経営トップに経営ツー

ルとしてのFMの導入の必要性およびメリットが理解されているかは、疑問なところでもあります。

今、JFMAは第三ステージを迎えました。このステージでは、第二ステージまでにJFMAが蓄積した手法・ノウハウの普及と

浸透により、経営ツールとしてFMを導入する組織を増やすことがテーマになります。そのためには、まず、経営トップがFM

を理解し導入の意思決定をすることが重要であり、それが次に向けた日本の経営改革に繋がると考えます。

Section 3
message
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Section 3これからのFMに期待するもの　　　message

鉄道の設備管理・安全管理で培った管理技術をFMに活かす
ジェイアール東日本ビルテック株式会社　代表取締役社長　大井　清一郎

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会副会長

FMというとすぐに建物、ビルを連想しがちですが、レールや橋梁、架線などもファシリティー

であり、それらの総合的な維持管理は鉄道会社では古くから行われてきました。鉄道の設備は線路

やトンネル、橋梁、駅舎、エレベーター、架線、変電設備、電気設備など多岐に渡りますが、それ

ぞれが安全に直結しています。もちろんコストも考慮に入れねばなりませんので、厳しく定めた手

法、周期に基づいて検査を行い、その結果により取替え、補修などの対応を適切に判断しています。取替えにあたっては単な

る取替えでなく、その後の使用条件、耐用年数などを経済的に分析し、より頑丈なものに構造を強化する場合もあります。特

に地震に関しては積極的に耐震補強工事を進めているのは皆さんご存知のことと思います。

このような鉄道設備の維持管理で培った貴重な技術力を活用し、駅や駅ビルなどの建物及び付帯する設備の維持管理を行っ

ているのがジェイアール東日本ビルテックです。

鉄道技術がベースの当社の特徴は、安全に対するこだわりです。また、最近では（特に本年は節電もあって）より電力使用

量の少ない空調運転を行うなどビル単位での使用エネルギーや、CO2を削減することもFMに求められるようになってきました。

このエネルギーマネージメントも公共的な要素の多い駅を預かる当社としては今後のFMの重要な役割であると考え、管理手法

の勉強などに力を入れているところであります。

将来のFMのあり方を模索しつつ成長していきたいと考えている当社ですが、残念ながらまだまだの部分も多く、引き続き会

員の皆様からのご指導がいただけたら幸いです。

最後に15周年を迎えるJFMAとJFMA会員の皆様のますますのご繁栄を祈念してご挨拶といたします。

建築ストック時代を支えるFMの知恵
大成建設株式会社　代表取締役社長　山内　隆司

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会副会長

JFMA社団法人化15周年誠におめでとうございます。法人化以前の期間も含め、一貫して日本に

おけるファシリティマネジメントの普及・定着に取り組んでこられました皆様のご努力に心からの

敬意を表します。弊社はJFMA設立以来、その活動に参加させていただく中で多くを学び、また多

くの得がたい仲間を得て、共にここまで歩んでまいったように感じております。

建築物につきましてはストック社会が到来したと言われます。オフィスビルでいいますと全国に約9,000万m2、5,500棟以上の

建物が存在します。これらを従前のスクラップアンドビルドの方法によらず、いかにして安全・安心な状態に維持し、快適で

魅力ある施設として機能させていくかは、地球環境への負荷低減という意味でも我々の世代に課された大きなテーマです。こ

の分野で、FMの世界からもたらされる知恵が大変大きな役割を果たすことは言うまでもありません。多くの専門家、ファシリ

ティマネジャーが集い、不断に研究と切磋琢磨を行っているJFMAへの期待は益々増しています。弊社におきましても新たに

『ライフサイクルケア推進部』という部門を設け、弊社グループが一体となって施設のライフサイクルに応じたサポートを行っ

ていく体制を整えました。今後も皆様との活動を通して研鑽を続け、弊社のグループ理念であります「人がいきいきとする環

境を創造する」を実現すべく、FMに精励してまいる所存です。

日本は本年、未曽有の大災害を経験しました。傷は未だ癒えませんが、ここから力強く立ち上がり、優れた社会的ストック

を次の世代に継承してゆくことは我々の使命であると感じます。伸びやかな未来に向けてFMが果たす役割は非常に重要です。

将来を担うファシリティマネジャーの養成機関として、また先進のFM情報の発信機関として、JFMAの今後益々のご発展をお

祈り申し上げます。
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Section 3 message これからのFMに期待するもの

今後のファシリティマネジメント（FM）
三菱地所株式会社　代表取締役専務執行役員　檀野　博

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会副会長

JFMAは本年で社団法人になって15年目、任意団体として発足して以来24年目を迎えるわけだが、
近年では民間企業ではもちろんのこと、地方自治体等の公的機関においてもFM導入の動きが活発
化してきた。ここまで到達できたのもJFMAによる牽引があってこそだが、今後より一層FMが飛躍
するためには、「JFMAステージアッププラン」に纏められているように、FMを分かり易く表現し

経営者層の理解を得ること、ユーザー側即ち需要側でのFM導入を活発化させること、ファシリティマネジャーを育成し活用分
野を広げることが欠かせず、JFMAに寄せる期待は大きい。
一方で、飛躍のためにはサプライヤー側が担う役割も大きい。かつて不動産は不変・不朽の財産と考えられていたため、施

設管理と言えば、維持・保全という考え方に則り清掃や設備機器の保守等、ハードに対するメンテナンスが中心で、有効活用
するという概念は曖昧にされてきたきらいがある。
しかし、その後の建物の大規模化や高層化に伴った設備機器の高度複雑化が進むにつれ、日々の施設メンテナンス業務はよ

り専門性の高い外部へ委託する流れが加速、この頃より施設管理は単なるメンテナンスからマネジメントへと変化し、様々な
ニーズを持つテナントに対して快適な環境・空間を提供するためには、多角的なマネジメントが必要となった。
近年では、バブル期の建築物の老朽化に伴う管理コストの増大や、IT化・グローバル化・不動産の証券化といった外部環境

の変化も著しく、多様化したテナントニーズへの対応が求められている。例えば最近では、環境に関するニーズに加え、東日
本大震災を契機とした、建物の耐震性能や水害対策、非常用発電機等による停電時の電力供給、食料・飲料水の備蓄等、防災
に関するニーズへの対応が求められている。
このように、ファシリティマネジャーに求められることは絶えず変化しており領域は拡大し続けている。企業や団体の成長

のためには、FMが欠かせない時代が到来してきている。

日本郵政グループのFMの可能性について
日本郵政株式会社　取締役兼代表執行役副社長　長島　俊夫

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会副会長

JFMA法人化15周年、おめでとうございます。日本にFMの概念が導入されて四半世紀が経とうと
しています。この間、JFMAが社会において果たした大きな役割、並びに、FMの啓蒙・普及にご尽
力してこられた皆様に敬意を表したく思います。
日本郵政グループは、郵便支店・郵便局等の事業施設及び事務所、社宅など、郵便、ゆうちょ、

かんぽ等の郵政事業ネットワークを支える1000万m2を超える施設を保有していますが、1980年代後半の郵政省時代から、当時
の郵政省建築部（現在は不動産部門施設部）を中心に、施設管理にFMの考え方を導入しました。その後、公社化・民営化など
の度重なる組織改変の中で、｢つくるからつかう、いかすへ｣を合言葉に、「経営視点のFM｣を目指し取組を行ってきました。
そして、今後の日本郵政グループの施設･不動産のマネジメントを考える時、次の2点においてFMの考え方が不可欠と考えて

います。
ひとつは、言うまでもなく、郵便、ゆうちょ、かんぽ等の郵政事業を支える郵便局、事務センターなど事業施設のFMです。

この度の東日本大震災では50を超える郵便局が地震･津波の被害により全壊・消失しましたが、リスクマネジメント、BCP高度
化等による、足腰の強い施設ネットワークをつくりあげていくことが必要です。また、これまで長年取り組んできた、事業施
設ネットワークの最適化、そのための効果的な施設投資、ファシリティコスト管理、膨大な施設群を管理するためのデータベ
ース充実、環境対応施策などについても、FMの観点から、もう一歩進めていくことが必要と考えています。
ふたつ目は、開発資産におけるFM視点の重要性です。4年前の2007年10月民営化時、マーケット価値の高い不動産を中心に

開発資産として切り出し、これらを活用するための不動産事業が始まりました。来春に竣工予定の丸の内「JPタワー（仮称）」
を皮切りとして、オフィス･商業･住宅等の不動産開発事業を進めていきますが、競争の激しい時代の不動産開発においては、
FMの視点、とりわけ利用者や入居企業など「つかう側」の視点を、当初計画から織り込むことが不可欠と考えています。
今後も、日本郵政グループは、JFMAの皆様からFMに関する多くの刺激いただき、｢つかう立場｣を重視するFMの充実を図

っていきたいと考えています。
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Section 3これからのFMに期待するもの　　　message

安全・安心にFMはどう貢献できるか
工学院大学副学長・建築学部長・建築学科教授　長澤　泰

社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会理事

2011年3月11日に、わが国を襲った大地震とそれに伴う津波・原子力発電所の被害により、多数
の方が犠牲になりました。さらに大勢の方が未だ日々困難な状況の中で過ごされています。関係の
皆様に対し、心から哀悼の意を表し、また現況がいち早く改善の方向に向かうことを切に祈ってお
ります。

人生では、危険がさまざまな場面・機会に潜みます。転倒・転落・怪我・盗難など毎日のように個々人に対して発生する頻
度が高い通常時の災害・事故が存在します。一方、発生頻度は低いのですが、一旦発生すると大勢が対象となる非常時の災
害・事故があります。大地震・大火災・風水害・火山噴火といった自然災害、テロによる爆発・パンデミック・戦争といった
人為的災害です。従って人生を全うするためには、「安全と安心」の確保が基盤となります。
近年の建築工事費を見ると新築の比率が減り、1990年代は全体の10%強であった維持修繕工事費が2009年度には28%弱に増加

しています。高度成長期に集中整備された日本の社会資本は半世紀を経て、更新の時期になっており、このままの放置は重大
な災害や事故の引き金となり、「安全と安心」の確保に支障が起こります。従来の後追的管理から予防保全的な管理が求められ、
先例のない世界初の超高齢社会に突入する日本では建設業の若年就業者が減り、高齢者就業が目立ちますが、多数の団塊世代
の熟練技術者退職後の問題が顕在化しています。雇用の継続を含めて考えるべき事柄になるでしょう。
建築は、そこにいる人々、周辺の人々に対して「安全」と「安心」を提供するものです。この二つの言葉は、似ているよう

で非なる事柄です。客観的にはいくら安全であっても、人がそこに居て使う時に「安全」であると思わなければ、本当の安全
にはなりません。「安心」して居られる、利用できる状況を伴って初めて「安全」になります。従って、この問題の解決には物
理的（Place）観点と人間心理的（people）観点と運用的（Process）観点を含めて考えなければなりません。ここにFMの考え
方が大いに貢献することになります。
15周年を迎えたJFMAの活動が今後ますます期待されます。

ガラパゴスFMからグローバルFMへ
名古屋大学大学院環境学研究科　施設計画推進室　特任准教授　松岡　利昌

1959年生まれ。1991年より株式会社松岡総合研究所代表取締役／経営戦略コンサルタントとして企業経営戦略の
視点から見た日本的ファシリティマネジメントコンサルティングを実施。また、2005年10月より、国立大学法人名
古屋大学大学院環境学研究科 施設計画推進室 特任准教授としてキャンパスFM戦略モデルの研究開発を進めている。
主な著書は、『ファシリティマネジメントハンドブック』（監修訳、産業情報センター社 2010年）『総解説ファシリテ
ィマネジメント追補版』（共著、編集委員長 日経新聞出版社09年）『総解説ファシリティマネジメント』（共著、日経
新聞社03年）、『メイド・バイ・メルセデス』（ダイヤモンド社95年）他多数。

JFMAが法人化15周年を迎えられたことを心からお祝い申し上げたい。折しも本年は、3月11日に東日本大震災が発生し、日
本全体が未曾有の被害を受ける痛ましい年となってしまった。このことは、FM業界においても大変な衝撃である。少なくとも、
都市環境整備や施設資産の最適化、省エネやサステナビリティを担うJFMAの役割と責任は、よりいっそ高まることに違いない。
私は、震災後、欧州ウィーンで開催されたFMの年次大会「EuroFM2011」に参加した。そこでは、多くの欧米人に、日本の

復興への期待と激励の言葉を頂いた。驚いたのは、ここ10年の間に、明らかに欧米におけるFM業界のキープレイヤーが変わり
つつあるということだ。FM先進国だった英国やオランダよりも、すでに北欧や東欧の企業が大躍進しているのである。
彼らの企業戦略は実に巧みである。先達のFM企業から固有技術・ノウハウを継承し、また、大学等で用意されたFM高等教

育を習得し、社員の教育制度とICTによる堅実な業務システムを確立する。そして、グローバルに展開する大企業から、FM業
務の総合管理を一括受託するという方法である。また、展開エリアにサービス人材が不足する場合は、地域のサービス企業を
取得し、再教育しながらビジネスに融合していく。いうなれば、「グローバルFM成長モデル」である。
翻って、ここ10年間の日本のFM市場の認知と成長はどうか。大企業のFM子会社による統括管理手法は、競争にさらされな

い「ブルーオーシャン」だからこそ、安定した事業目標が達成できた。まさに、日本のFMは「ガラパゴスFM」なのだ。しかし、
3.11以降激変する経営環境下、日本市場からグローバル展開を余儀なくされる日本企業は、遅かれ早かれ「グローバルFM」の
競争下にさらされる。
私は、JFMAがこれまで育成してきた多くの固有技術・ノウハウ、優秀な人材は、次代のFM市場の原動力となり得ると信じ

て疑わない。法人化後の15年間の蓄積とさらなる進化を期待するとともに、これからJFMAが展開するグローバルなFMの実現
に微力ながら尽力したい。
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Section 4 ファシリティマネジャー最前線

キヤノンマーケティングジャパン株式会社
総務本部　総務部　品川総務課　課長

斉藤金弥

戦う総務～
キヤノンSタワーの省エネ

キヤノンSタワーは、「省エネビル」
として2003年4月に竣工した。当初か
ら省エネビルということで何もできな
いだろうと思われていたが、開始から
3年間、運用面による取り組みで1次エ
ネルギー使用量を24.6%削減、4,400万
円のコストダウンを実現した。この運
用を礎に、エネルギーの見える化への
設備投資を行い、今夏の電力不足に対
しても年間の使用電力量を対前年20%
削減を同ビルでは目指している。今回、
これらの活動を主導されてきたキヤノ
ンマーケティングジャパンの斉藤氏に
お話を伺った。

■省エネビルは乾いた雑巾ではなかった
斉藤氏は2006年7月に現在の部署に

着任。Sタワーは竣工当初から一般的
なオフィスビルより10%も省エネビル
であり、また省エネルギーセンターの
省エネ診断も受けたが特段の指摘も受
けず当時、「キヤノンSタワーは省エネ
ビルなので乾いた雑巾を絞っても何も
出てこない」だろうと言われていた。
しかし斉藤氏には疑問があった。本当
にそうだろうか、現状はどうなってい
るのか？
調べ始めたら、確かにこのビルは省

エネ機器の採用などハイスペックであ
り効果は出していたが、運用面などで
様々な問題が出たきた。また、エネル
ギー使用量の計測ポイントが低層・中
層・高層の3系統のみできめ細かく見
られないことも分かった。
できることからと夏の冷水の使用量

を調べたら7割弱を低層で使用してい
た（図1参照）。現場に行くとショール
ームの空調の無駄遣いと判明。10時の
オープンに対し、空調運転開始が7時
半と来客スペースから配慮した時間設
定だった。そこでショールームが休み
である日曜日に、運転開始時間を9時
半で実験したところ10時には冷えてい
た。日曜日に無駄なエネルギーを使用

したが、この
実験により新
しい運用ルー
ルを施策する
ことができた。
自分たちで

現場に行くこ
と、気づいた
ことは実行す
る。諦めず愚
直に小さなこ
とでも一つ一
つ積み重ね実
行したことが
運用改善への
結果に繋がり、
省エネビルでも雑巾を絞れば水滴が宝
の山のように出てきたのである。

■10.15の社内イントラでの呼び掛け
～社員が助けてくれた～
しかし様々な施策を行うことで効果

が出る反面、新たな手がなくなり前年
以上の効果を出すのは困難になってい
く。2010年、Sタワーもその問題に直
面した。

小さなことの積み重ねの大切さに改
めて気付いた斉藤氏は、少しでも省エ
ネになればという思いから2010年10月
15日、社内イントラで社員に呼び掛け
た。Sタワーの省エネにご協力くださ
い、十数項目、これをしてください。
助けてほしい・・・と気持ちを込め
て。そして16日の朝、期待を胸に出社
した斉藤氏が見た結果は見事に裏切ら
れ、エネルギーは下がってはいなかっ
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図1 冷水使用量を低層・中層・高層で比較
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た。しかし半ば諦め状態から1週間ほ
ど経ったとき、エネルギーが下がって
いた。そして11,12月と前年との差が
広がり始めた。それは社員の意識が変
わったからだった。
暖房使用を開始するこの時期、設定

温度は22度を推奨。しかし実際には寒
くて26度設定など各フロアの社員は今
まで実施できていなかった。しかしな
がらこの呼び掛けによって最初から22
度設定する社員が増えたことが考えら
れる。社員が呼び掛けに応えてくれた。
いや社内イントラでの呼び掛けだけで
なく、日頃の斉藤氏の行動が彼らを動
かしたのである。社内の至るところに
ある省エネ啓蒙シールや、自前で作成
したファンコイルの温度設定表など
を、ビル管理会社と手間をかけて1枚1
枚貼っていた。そういったこつこつと
した努力を社員は見ていたのである。
今までは総務とビル管理会社が一生

懸命やって結果を出してきた。もし社
員を含めて全員が本気で一緒になれば
大変なことになると斉藤氏は気づき身
震いをした。これがエネルギーの見え
る化の設備の導入を加速した。

■「エネルギー」の見える化は「省エ
ネ」の見える化
10月15日の社員への呼び掛けから主

体的な省エネ施策を更に加速させるた
め、エネルギーの見える化を社員が入
居している10階から26階に導入した。
これにより各フロアのエネルギー使用
状況が見え、各フロアの比較やデータ
共有も可能になった。Sタワーのレイ
アウトは10階から26階までほぼ同じの
標準レイアウトであることから今まで
は各フロアとも同じ省エネ対策を行え
ば良いと思っていた。そしてこれが大
間違いだと分かった。

例えば26階と17階を比較してみる
と、26階は電力の半分を照明に使用し、
逆に17階は空調動力が半分である（図
2左参照）。26階は管理部門のヘッドオ
フィスであり、残業が多いフロアであ
る。よって19時以降は会議室に移動し
て残業し、フロアの照明を消すといっ
た照明対策。17階はサーバールームが
ありサーバーを冷やすために空調動力
が高かったので、サーバールームの空
調温度を上げれば良い。この様に各フ
ロアの使用状況から一つ一つ効果的な
対策が見え、「エネルギー」の見える
化はまさに「省エネ」の見える化でも
ある。
また、26階の1日の照明電力のグラ

フ（図2右上）を見ると、12時台が減
っているのが分かる。これは昔から行
っている昼休み1時間の消灯の効果で
ある。視覚的に分かりやすく各フロア
の全社員に見えているので、これは何
をやっているのだろうと興味を持つ。
各フロア12時台のグラフ（図2右下）
を見ると、各フロアの実施状況が一目
瞭然である。1,2月にこのグラフを見
た後、昼休み消灯を実施するフロアが
出てきた。今年3月11日の東日本大震
災や計画停電後、このグラフを見始め
た社員が自発的に実施する動きが一気
に増えた。更に見える化がキッカケで
省エネ委員会という組織を発足でき
た。これこそ社員一丸となって一緒に
やる省エネと手応えを感じた。

■3.11発生後
震災以降、Sタワーでは節電対策と

して照明の照度を600lxから300lxに落
とした。しかし中には全く照明電力を
使用していないフロアが見える化で確
認できた。そのフロアはなんと真っ暗
で仕事をしていた。節電しなくてはな

らないが、社員の健康面や仕事の能率
を下げないためにも全消灯は止めまし
ょう、と照明を点けるようにした。そ
して5月からは500lxに上げた。照度を
上げたことで電力量も増えたが、しっ
かりと見える化で管理ができたので問
題ない。また、空調環境は熱中症など
社員への影響が大きいことから28度以
上にはしないと約束をした。厳しけれ
ばまた照度を下げるよと。一度、
300lxで働いていたので社員も理解が
早く、納得してくれる。見える化によ
る細かな使用状況の把握により電力使
用の最適化が可能になった。
BCP面でもSタワーでは迅速に対応

ができた。防災備蓄品の各フロア配置
や防災訓練を行っていたことが大きか
った。Sタワーでは毎年2回防災訓練を
実施している。訓練にはエレベータか
ら閉じ込められた人の救出訓練や、避
難をする前に備蓄品を配布し、配布さ
れた社員は避難先の3階ホールに集ま
るといった実践に促した訓練を行って
いる。震災当日、各フロアの自衛消防
隊が備蓄品の配布を行った。Sタワー
3000人の社員に対して総務は5人しか
いない、もし訓練をしていなかったら
対応は不可能だった。徹底された訓練
によって社員各自が何を行うか分かっ
ているからこそスムーズに動けた。ま
た自衛消防隊で無い社員も訓練を見て
いたから、自衛消防隊が不在のフロア
においても協力することができた。ま
さに社員全員によって危機を乗り越え
たのである。

■省エネから節電、再び省エネへ
斉藤氏は今夏、全国的に取り組んだ

「節電」による電力削減も重要だが、
もともとの「省エネ」を忘れてはなら
ないと強調する。電力量は削減したが、
火力発電が増えると化石燃料の使用か
らCO2排出量が増えることが懸念され
るからである。根本的な省エネの目的
である地球環境への貢献を忘れてはな
らないということだ。今後、オフィス
のファシリティはもちろん、ワークス
タイルも省エネに向け変える機会だと
考えている。
キヤノンマーケティングジャパンの

総務の考え方は、守りから攻めと斉藤
氏は語ってくれた。つまり管理を脱却
して営業やサービス部門に対して支援
や提案することでどれだけ現場社員の
役に立てるか。仕事の基本は管理では
なく、軸足は事業支援である。支援す
ることで会社の発展に積極的に寄与し
ようと。まさに経営戦略につながるファ
シリティマネジメントではないだろうか。
（2011年9月談 カレント担当 山田雄介）

図2 エネルギーの見える化（グラフの比較）
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Section 4 ファシリティマネジャー最前線

佐倉市資産管理経営室
ファシリティマネジメントオフィス（FMO）

中山　賜栄、橋本　直子、渡辺　厚子、松本　愛美
（FM推進班）（FM保全班）（FM管理班）（FM管理班）

千葉県佐倉市の
『あったらいいなは、
なくてもいい作戦』

千葉県佐倉市は、千葉県北西部にあ

る人口約176,000人の市です。

3月11日に発生した東日本大震災で、

東北地方の甚大な被害が報道されていま

したが、実はこの佐倉市も千葉県内では

4番目に大きな被害を受けていました。

佐倉市の被害状況

・家屋　全壊31棟、大規模半壊22棟、

半壊67棟、一部損壊733棟

・道路関係　148か所（道路隆起・陥

没・亀裂等…114か所、

U字溝損傷等…17か所、

道路へブロック塀等の倒

壊…18か所）

・橋梁関係　19か所（取り付け道路の

沈下等）

・下水道関係　7か所（マンホール周

りの隆起・陥没等）

・水道関係　32か所（空気弁からの漏

水…22か所）

・市内公共施設被害額　264,017,000円　

（平成23年9月2日現在）

昨年、JFMA賞優秀賞を受賞した佐

倉市資産管理経営室の皆さんが受賞要

因にもなった横串組織・BIMMS（保

全情報システム）、さらには自らの手

と足と眼と口をフル活用して、どのよ

うに活動されてきたのか伺ってきまし

た。私達は、どこかで「公共と民間は

違う」と考えてしまうことがあるので

はないでしょうか？佐倉市の『あった

らいいな♪は、なくてもいい!!作戦』

をご紹介することで公共と民間のファ

シリティマネジメントの共通点が伝わ

れば嬉しく思います。

■東日本大震災の発生

3月11日に震災が発生し余震が続く

中で、いつもはパっと出てくる各施設

の設備が頭の中で整理が付かない。と

にかく落ち着こうと思って、まずは

BIMMSデータを全て出力したのは、

一番初めにパソコンが起動できたFM

推進担当だった。被災という非日常の

環境下で、さすがの資産管理経営室の

メンバーも右往左往している状況が見

え、指揮系統を一本化するべく、地図

情報とBIMMSデータを手に手書きで

被災状況のブロッキングを実施した。

災害時には、機械仕掛けだけでは上手

くいかない。

BIMMSデータ、記憶、あるものを

フル動員して、即座に市有建築物の応

急危険度測定を行い被災状況の把握・

対応を実施したが、真価が問われたの

は節電対策であった。世間では節電ムー

ドが高まったことは記憶に新しいが、

佐倉市も当然例外ではなかったのだ。

■プロジェクトチームの発足

節電については、庁内管理でも出先

でも推進する立場からも皆で取り組む

必要性を感じ、資産管理経営室内の各

班からメンバーを招集したプロジェク

トチームを発足することにした。庁内

の節電対策として、JFMA節電セミナ

ーでもお話頂いた『SDN4（節電4姉妹）』

だけでなく、所有施設への対策として、

FM推進班に営繕業務を行っているFM

保全班の電気技師2名を加えた『推進

班＋技師チーム』の佐倉市節電プロジ

ェクトとして2つのチームが発足した。

これは本来業務を抱えた状況で節電

プロジェクトを円滑に進めるために

「技術」というハード面（技術）を担

う技師チームとデータに裏付けを取り

ながら「アイデアや共感を引き出す」
Section

1
Section

2
Section

3
Section

4
Section

5

左から　中山（FM推進班）、松本（FM管理班）、渡辺（FM管理班）、橋本（FM保全班）
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というソフト面（コミュニケーション）

を担う節電チームが相互補完する形で

発足した。

このチーム構成をするにあたり資産

管理経営室内の3つの班で扱う物件が

異なり横串の組織にしなければ成立し

ないことが懸念されたため、各班から

メンバーを招集するよう心がけた。そ

れにより、市役所庁舎内の管理を行う

管理班と公共施設の営繕全般を行う保

全班が持っている各施設の知見に、推

進班の収集しているデータを併せ、横

串組織で全庁を挙げて節電プロジェクト

を推進していく体制を作ったのである。

※今回の特集では、主に節電チームが

取り組んだ事象について取り扱うこ

ととする。

例えば、ハードとソフトと分けるこ

とでこんな利点がある。

節電を推進するにあたり、庁内から

節電アイデアを募った時のことであ

る。節電チームの女性スタッフから

『庁内の節電に関するアイデアを募集

します』メールを送ったところ、身近

なものに感じたのか、個人宛の返信や

共通の知人を介して多くのアイデアが

集まり、「あったらいいなは、なくて

もいい!!」最終的には8区分44項目の節

電項目を作ることができた。当然、集

まったアイデアについて「○○という

案が出てきましたので、段階的にやっ

ていきましょう」といった告知やそれ

に対する結果も全庁イントラネットを

利用して適宜報告を行った。

これは後日談だが、男性・しかも上

級職の方が同じメールを配信していた

ら、文書一つが硬くなるだろうし、受

信者側が妙に構えられていたかも知れ

ない。それは、未だに公共でのファシ

リティマネジメントは良くも悪くも

「黒船がやってきた！」と思われてい

ることが多いからである。ファシリテ

ィマネジメント視点のデータの課題を

浮き彫りにする力や課題を解決するア

イデアを引き出す環境作りが実はポイ

ントだったりする。

結局、役所の仕事は経産省とか国交

省から通知が県に下りてきて、県から

市に下りてきて、それを「○○という

指令が出ましたから、よろしくお願い

します」と市民に通知することが多い。

要するに、通知することで責務が終わ

り、受信側も通知を受けることで終わ

ってしまうことが多いと言う。語弊が

あるといけないが、「出しっぱなしの

受けっぱなし」ということが起きて、

実際に「それで、どうすれば15％電力

を削減できるか」という具体論がない

まま、結局「がんばろう！　日本」と

いう精神でやっているところを肌で感

じ、そこがトリガーポイントになって

いるだろうということから、PDCAサ

イクルを回すことを心がけ、頑張ろう

という感情だけでなく、今まで蓄えた

データも駆使しながら納得感がある節

電施策を打ち出していった。

■あったらいいな、なくてはダメなも

のもある

PDCAサイクルを回す施策として取

組んだのが冷蔵庫の削減活動である。

なぜ、冷蔵庫をターゲットにしたかと

いうと、今まで当然のように利用して

いるものの総量を縮減して、効率的に

合理化して共同で使いましょうという

ことが、実はものすごく難しいという

ことがある。逆にこれが実行できない

と、全体の節電目標達成は困難である

だろうということで冷蔵庫を節電の象

徴として据え、庁内を巻き込んだ冷蔵

庫削減運動を行った。実際に、現場を

回りヒヤリングをしていると狂犬病の

ワクチンを保管するためにといった市

役所特有の理由により「なくてはなら

ない」冷蔵庫もあった。まさに、歩い

て聞いてのマネジメント「Walking by

management around」を実践し、庁内

の声を肌で実感したこと。また、通常は

外部作業が多く庁内に顔なじみが少ない

保全班にとっては貴重な時間となった。

■データを駆使する

震災後、主要施設の電力使用量の比

較、前年度とのデータ比較を行い庁内

イントラで職員なら誰でも閲覧できる

大震災１ヶ月後の様子
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ようにしている。職員に主体制を持っ

てもらうために、電力使用量が多い施

設を意図的に並べている。

15％削減に向けて、照明設備は電力

使用量の30％以上、空調は10％以上、

その他は待機電力で5％以上を削減し

ましょうということを震災から約2カ

月後の5月10日に通知を出した。通知

を出すまでの間も、全庁的に節電実施

する必要があるので、クールビズの前

倒しやOA機器の待機電力の管理や、

仮想サーバを利用することによる節電

を実施した。それから外部施設の管理

部門には、学校や夜間開放をしている

施設にも節電協力依頼をするような形

を行い、それを全庁的に実施した。

■教育委員会との連携

推進班＋技師チームでBIMMSデー

タの分析と対策検討を行っていたとこ

ろ、学校の電力量に「なぜか、小学校

は6～7月、中学校は6～8月。夏休みで

生徒がいない時期に電気使用量が上が

っている。」という特徴を見出した。

何故だろうと更に確認していくと、プ

ールの一般開放を実施している2校の

中学校は、10月も電力使用量が高いこ

とが分かった。夏特有のものというこ

とで、プールが原因ではないかという

話になり、電力使用量を測りに行った

ら、プール利用中に24時間稼働させて

いる循環濾過ポンプがあるのだが、そ

のポンプだけで何と学校の1カ月の使

用量の16％を占めていたということが

明るみになった。

例年プール開きを6月上旬から中旬

に実施するが、梅雨の影響もあり現実

的には6月下旬にならないとプールは

使えないことが多い。そこで早速、プ

ールの開始を1週間程度遅らせてほし

いということを教育委員会に協議を

し、また、部活動で夏休み中も利用す

る中学校には、使用後はポンプを止め

てもらうお願いをすることなど、学校

に対しての通知を教育委員会から出し

てもらうことで15％の削減を実現した

というから驚きだ。データを見せた当

初は、子供たちが少なくなる夏休みに

消費電力量が上がるということは仕事

をしている教職員が原因だと早合点さ

れ、空中分解しそうになったところを

市内34校のBIMMSデータを出してお

話をしたという。FMOとしては、数

字で示してあるので、どれだけ電気代

が高く、原因を突き止めて、期間を集

中してやったら成果が出るのではない

かということを相手が教育委員会だろ

うと何だろうと横串をさしにいった

ら、意外と教育委員会は6月上旬にプー

ル開きをしても、下旬まで使えないと

いう実状を理解して、「カリキュラム

変えて、プールの授業期間を短縮する

ように」と通知を出してくれたそうだ。

この件について、「教育委員会は承

諾してくださったが、急なカリキュラ

ム変更だったので、教職員からの反発

は想像以上だったと思いますが、

FMOに、苦情が上がってくることは

ありませんでした。これは、教育委員



35

会の指導課長が指導してくださったの

だと思います。『あとは、俺たちに任

しとけ』と言って、苦情を課で引き受

けてくれました。たぶん役所ではそう

いうのは意外にないと思います。

FMOが全責任を持って苦情にも対応

してくれということはあっても、先方

の現場で引き受けてくれたというのは

有難かったですね。佐倉市独自のこと

ですが、来年度以降もこうしたプール

カリキュラムが採用されると思いま

す」というコメントが、相手が教育委

員会であっても横串を刺しに行った潔

さを感じる。

これは節電施策ではあったが、プー

ル授業は本来、民間の屋内プールにア

ウトソースをしたほうがいいのではな

いかと本音では考えているそうで、わ

ざわざ1億円も掛けてプールを1個つく

る。年間たった1学年10コマしか使わ

ないようなものを本当に財産として持

っておくべきか。授業はやったほうが

いいですが、民間施設にアウトソース

するという選択肢もあるのではないか

という議論も上がっているそうだ。

FMは、こういった最初のきっかけづ

くりとしての機能も重要だということ

が判る事例である。

■夜間開放施設の節電施策

夜間開放している施設の電球の間引

きについては、推進班＋技師チームを

中心に室全体で、5～6月の間、小・中

学校34校を含めた60～70施設を回っ

た。小学校は暗幕があるので、お昼に

子どもが使っていない時間帯に行っ

て、暗幕を閉め照度を測りながら間引

きを実施した。

同じ学校の体育館と言っても建物に

因り、最新設備の学校は1700～2000ル

クスあって半分以上間引きした学校も

あれば、全照明を点灯しても20～40ル

クスしかない体育館もあった。夜間に

は、20～40ルクスしか照度がない体育

館でも、昼間は外光が入るので、問題

ないがその差に改めて驚いたそうだ。

その中で、照度計を持って四隅を回

り、均等になるようにと実地で検査した

こと、そして調査した数字を全てメモに

とって、その場で教頭先生にコピーを渡

して、しっかり説明をしておくことで、

仮に父兄や利用者から苦情が入ったとし

ても、教頭先生としては「資産管理経営

室が照度計で測定してから減らしまし

た。」という弁明材料を残すようにした

ことが、学校側からの信頼を得ることが

できた大きな理由であると思う。

■使用する人の気持ちに配慮する

間引きをする際には、利用者や職員

の使用感にも配慮をするようにしてい

た。例えば、図書館では職員がスイッ

チのゾーン別に照明の削減をしていた

が、スイッチ操作なので暗いところは

暗く、明るいところは明るすぎるとい

うアンバランスが発生していた。節電

チームは、照度を測りながら電球を入

れ替える地道な作業を通して、本棚に

並んだ本の背表紙が暗くて見えないこ

とがないようにバランスを見て調整を

した。作業をする時には、一度館外に

出た図書館職員が戻ったときの感想は

「どこを抜いたの？全然暗くなってな

い、かえって明るくなったみたいだけ

ど。」であったそうだ。実際は、50％

以上の電球を抜いていた。

また、保育園や児童センターなどで

は、この部屋のどの部分でどんなこと

をするかを職員に聞きながら、電球を

抜くとういう作業をした。初めは、

30％削減ということに抵抗感を見せて

いた職員も、一緒に照度を見ながら、

電球を抜いたり入れたりしてみること

によって、最後はサービスの低下にな

らない節電という意図を理解し、協力

的になっていったそうだ。

■これからの課題として

行政は、苦言を下さる方々の意見を

聞いてしまうことが多いが、実際には

市民の99.9％は声を出さない人である

ことを忘れてはならない。声を出す人

と出さない人と、どちらが正しいか？

正しくないか？ではなく、公共FMに

おいては声を出さない人の意見を汲み

上げる仕組みを作る必要があると今後

の課題をお話されていた。今回は結果

として、節電プロジェクトが成功した

から良かったが、失敗していたら責め

られるというリスクもあるとのこと。

佐倉市ももちろんのこと、これからは

「いかにデータを見える化から見せる

化していくか？」が我々ファシリティ

マネジャーの課題なのかも知れない。

（2011年8月談　カレント担当　岩田　幸小里）
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JFMAでは、13部会＋1センターによる様々な調査・研究

に基づく発表会をはじめ、ファシリティマネジメントを実

践するうえで必要な研究課題に多面的に取り組んでいます。

さらに、それらの研究成果を内外に広く発表するシンポジ

ウムや研究発表会を開催するとともに、各種の報告書、資

料を発刊しています。

部会は、大きく3ブロックに分類できます。品質・財務・

コンピュータ活用などの「固有技術研究」、キャンパス、病

院、公共などの「施設事例研究」、さらに戦略企画、プロジ

ェクト、リスクなどの「マネジメント研究」の3つです。

各部会はそれぞれ月1回程度の部会を開催し、研究・講

演・見学会などを通して活動を行い、毎年2月に開催される

JFMA FORUMでその研究成果を発表しています。

さらに各部会の成果は、数年ごとに報告書にまとめられ

広く一般にも頒布されます。昨年5月には、FMプロジェク

トマネジメント研究部会が、その研究成果をムック本にま

とめ、「総務の山田です。」というタイトルで、商業出版さ

れました。移転・リニューアルなど様々なプロジェクトを

進めるうえでおおいに参考になると好評です。

また、部会での魅力は様々な分野で活躍されている方々

と知り合いになれるだけでなくご一緒に議論して、知見を

高められるのも大きな魅力です。

皆様も是非部会にご参加下さい。

これらの部会には、会員企業・個人会員の方々が自由に

参加できることはあまり知られてはいないのではないでし

ょうか？

また、これらの部会とは別に、自主的かつ相互に経験・

知識・技術を共有することを礎とし、研鑚し、助け合い、

また親睦を高めることにより、自己並びにFM界の発展に寄

与することを目的として活動している『JFMAユーザ懇談会』

をご紹介します。

より開かれたJFMAへ『研究部会のご紹介』

JFMA 事務局長　池田　芳樹
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ユーザー懇談会は、以下の目的で設立され、

1）プロフェッショナルなインハウスファシリティマネジャ

ーの養成、レベル向上

2）インハウスファシリティマネジャー相互の知識、技術、

経験の共有による問題解決

3）インハウスファシリティマネジャーの職能の確立、社会

的地位の向上

4）相互に尊敬しあうことのできる立派な仲間、グループ、

社会の醸成

を目的に活動されています。現役の総務担当者や経験者の

有志が集まりで出来た勉強会です。お互いに抱えている

様々な課題や悩みついて、本音で相談できる場を創るとい

うことで創設された懇談会です。

実際に、大震災が発生した折には各現場で奮闘するメン

バー同士で活発な情報のやりとりが行われたということを

ご存知の方もいらっしゃるのではないでしょうか？

ユーザー懇談会に参加されている方々に伺いました！

『あなたにとって、ファシリティマネジメントとは何か？？』

FMは資産活用の総合マネジメントです。

日本のFMは我々が開拓します。FMは私にとって天職です。

―――――

愛情、思いやり、気配り、誠実さ、決断力、実行力、忍耐、

粘り強さ、

そしてユーモアとは何かを学べる仕事です。

―――――

FMはスタイリストのようなもの。

企業が最高のパフォーマンスを発揮できるよう試行錯誤し

下支えをしている。

―――――

施設・環境を、企画・管理・活用する経営理念。

ノウハウと知識・技能を駆使し、

立体的！組織横断的！な全体最適。

答えのない、エキサイティングでスリリングな仕事。

―――――

Free Money（フリーマネー＝無駄なく、投資せずに）

Free Mind（フリーマインド＝とらわれず、自由な発想で）

あなたにとって「ファシリティマネジメントとは、何です

か？」

特集対談の中でもありましたが、変化の多い時勢。私達1

人1人がそれぞれのプロフェッショナリズムを発揮していく

必要がありそうです。

ファシリティマネジメントの入り口で、右往左往とする

ことは多々あります。問題解決や方向付けの糸口が部会に

隠れているかも知れません。

JFMAユーザ懇談会
～本音で話し・学ぶファシリティマネジャーの集い



1985 1990

情報社会 

【社会・経済現象・事件】 

●JFMA設立（1987） 

●内幸町（1987～1989） ●湯島（1989～1994） ●赤坂見附（1994～1998） 

インターネット 

インテリジェントビル 

事務所 

バブル経済 

バブル経済崩壊 

JFMA　15年のあゆみ 

金融ビックバン 

【ファシリティマネジメント】 

【FMに関連する法律等】 

【ビル・建築・都市関係】 

【ワークスタイル・テクノロジー】 

●雇用機会均等法（1986） 

●国鉄民営化（1987） 

●電電公社民営化（1985） 

●湾岸戦争（1991） 

●ワープロ（1985） ●携帯電話（1987） 
●フリーアドレス（1989） 

●ユニバーサルレイアウト ●無線ＬＡＮ（1993） 

●アークヒルズ（1986） 
●梅田センタービル（1987） 

●東京都庁（1991） 

●横浜ランドマークタワー（1993） 

●ハートビル法（1994） 

●FM入門講座　全13回（1989～1994） 

●JFMA-MIT FMスクール 全5回（1989～1993） 

●海外調査団開始（1988） 
●CAD調査団派遣 

●A/E/C systems Japan’86の国際セミナーでFMセッション開催（1986） 

●A/E/C systems Japanに出展（1990～1994） 

●建設省インテリジェントビル研究会にFM分科会ができる（1987） 
●建築学会にFMWG発足（1986） 

●建築学会で「CADとFM」講演会開始（1988） 
●NOPA設立,BELCA設立（1987） 

●NOPAが「FM標準業務についての中間報告書」作成（1991） 

●NOPAによるFM総合講座 ／FM実践講座 
●FM推進連絡協議会発足（1991） 

●FMガイドライン作成部会発足（1988） 
●「FMの実際」発刊（1991） 
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1995 2000

●新川（1998～2008） 

●ファシリティマネジメントガイドブック第2版発刊（1998） 

●ロングライフビル ●屋上緑化 

●CASBEE開発（2001～） 

ワーク・ライフバランス 知識創造社会 

超高層ビル 
屋上緑化 コンバージョン 

ESCO

構造改革 

ITバブル 
ITバブル崩壊 

●ユニバーサルデザイン 

●社団法人化（1995） ●公益社団法人化（2012予定） 

●阪神淡路大震災（1995） 
●地球温暖化防止京都会議（1997） 

●コンピュータ2000年問題Y2K（1999） 
●米国同時多発テロ（2001） 

●受動喫煙問題（2003） 

●独立行政法人化（2002） 
●アスベスト問題（2002） 

●ＳＯＨＯ（1995） 
●Windows95（1995） ●オルタナティブオフィス（1997） 

●ＩＰ電話（2001） 
●テレワーク（2003） 

●モバイルオフィス（2001） 

●ホットスポット（2001） 

●ICタグ（2003） 

●六本木ヒルズ（2003） 
●オフィスビル2003年問題 

●大丸有再開発・丸ビル（2002） 

●耐震改修促進法（1995） 

●SPC法（1998） 
●ＰＦＩ法（1999） 

●ＳＰＣ法改正、資産の流動化に関する法律に改称（2000） 

●建築基準法大改正（2001） 

●ビル管法改正（2003） 

●交通バリアフリー法（2000） 

●ハートビル法改正（2003）

●循環型社会形成推進基本法（2001） 

●建設リサイクル法（2001） 

●自治体などで屋上緑化義務付け開始（2001） 

●グリーン購入法（2001） 

●健康増進法改正（2003） 

●キャンパス部会アメリカ調査団派遣（2001） 

●A/E/C systems Japan’88の国際セミナーでFMセミナーを主催（1988） 

●キャンパス部会WWPで発表（1999） 

●ＵＤ部会WWPで発表（2003） 

●ベンチマークデータセンタ運用開始（1998～） 

●JFMA・IFMAセミナー、FM大会等開始（1994～） 

●ファシリティマネジメントガイドブック発刊（1994） 

●WWP Japan 開催（2002） 

●ウィークリーセミナー開始（1999～） 
●ユーザ懇談会開始（1999～） 

●１１の調査研究部会ができる（1996） 

●FM財務セミナー開始（1995～） 

●CFMJ資格試験開始（1997） 
●IFMAと資格相互認証締結（2000） 

●資格更新講習制度開始（2002） 
●「総解説  ファシリティマネジメント」発刊（2003） 

ストックマネジメント 
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2005 2010 2015

ユビキタス社会 

●日本橋浜町（2008～） 

●FM診断手法･JFMES07（2008） 

●公益法人改革3法施行（2008） 

●「ファシリティマネジメントが変える経営戦略」出版（2007） 

●省エネルギー法改正（2008） 

●京都議定書発効（2005） 

●大阪梅田再開発着工（2005） 

●健康増進法（2008） 

●iPhone発売（2008） 

●地球温暖化対策推進法改正（2008） 

●建築士法改正（2008） 

●リーマンショック（2008） 
●政権交代（2009） 

●総解説ファシリティマネジメント追補版 発刊（2009） 

●公共特別会員制度開始（2009～） 

●金融商品取引法施行（2009） 

●LED照明本格普及（2009） 

●リース取引に関する会計基準変更（2007） 

●クリエイティブオフィス（2007） 

●減価償却制度改正（2007） 

●FMの視点から見た建築の質の向上等に関する提言（2010） 

●坂本会長就任（2010～） 

●「公共ファシリティマネジメント戦略」出版（2010） 

●「総務の山田です。」出版（2010） 

●東日本大震災（2011） 

東日本大震災 

BCP・BCM

スマートビルディング 

クールビズ 

CSR・コンプライアンス 
少子高齢化・人口減少問題 

●ファシリティマネジャー合格者累計10000人突破（2011） 

●FM診断手法･JFMES11（2011） 

●公共FMインフォ開始（2011～） 

●緊急節電セミナー開催（2011） 

●緊急BCPセミナー開催（2011） 
●初心者向けFMサマースクール開催（2011） 

●「オフィス移転業務フロー完全マニュアル  総務の山田です。実践編」出版（2011） 

●災害対策基本法改正（2011） 

●節電対策（2011） 

●クラウドコンピューティング（2010） 

●ダイバーシティ 

●iPad発売（2010） 

●国有財産法改正（2006） 

●環境基本法改正（2006） 

●建築基準法改正･アスベスト対策（2006） 

●再生可能エネルギー特別措置法（2011） 

●東京スカイツリー（2012） 

●耐震偽装事件（2005） 

●日本郵政公社民営化（2007） 

●フリーオフィス（2005） 

●国有財産法改正（2006） 

●改正耐震改修促進法（2006） 

 

●指定管理者制度（2006） 

●減損会計導入（2005） 

●市場化テスト法（2006） 
●バリアフリー新法（2006） 

●個人情報保護法（2005） 

●「ファシリティマネジメント職務基準ガイド」出版（2005） 

●FM経営TOPセミナー開始（2005～） 

●調査研究部会が14になる（2006～） 

●ＪＦＭＡ賞開始（2007～） 

●ＪＦＭＡ FORUM開始（2007～） 

●FM上級セミナー開始（2007～） 

ニューパブリック 
マネジメント 
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お知らせ

■ JFMA ウィークリーセミナーのご案内

“FMを究めよう”
2011年10月～12月予定 2011年10月1日現在

※各回の定員は30名。時間は18時～19時30分予定。開催場所は原則JFMA会議室。（*注 WS0390のみ15時～17時）
※参加費は会員2000円、一般3000円です。当日現金又は回数券にてお支払い下さい。（*注 WS0390、WS0393は無料）
※受講者はファシリティマネジャー資格更新ポイントを1講座につき１ポイント取得できます。（*注 WS0390、WS0393対象外）
ご希望の方は当日ポイントカードをご持参ください。ポイントカ－ドをお持ちでない方は、当日受付にて新規交付を受けられます。
※WS0390とWS0391は一連のセミナーです。両方のセミナーに申込みの方の受付を優先致します。

10

月

第1回

10月5日（水）

不動産における地震リスクと
耐震改修の投資効果

㈱アースアプレイザル
取締役

山縣　滋　氏

WS0387

10月12日（水）

［休　講］

WS0388

10月26日（水）

LEED／CASBEE比較と
CASBEE不動産マーケット普及版導入

CSRデザイン＆ランドスケープ㈱
代表取締役
平松　宏城　氏

WS0389

第2回 第3回

11

月

第1回

11月9日（水）

日本ヒューレット・パッカード社の
CREへの取組み（第1回）［見学と講演］

日本ヒューレット・パッカード㈱
グローバル リアルエステート本部

西崎　泰司　氏

WS0390 *注

11月16日（水）

日本ヒューレット・パッカード社
のCREへの取組み（第2回）

ワークプレイス・リサーチ・センタ
代　表

小田　毘古　氏

WS0391

11月30日（水）

ワーク/ライフバランスと
オフィスの関係

ワークプレイス・リサーチ・センタ
代　表

小田　毘古　氏

WS0392

第2回 第3回

12

月

第1回

12月7日（水）

日本マイクロソフト社の
CREへの取組み［見学と講演］

日本マイクロソフト㈱
管理本部総務・施設管理部

長坂　将光　氏

WS0393 *注

第2回 第3回
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■2011年度ファシリティマネジメント（FM）上級セミナー
主題「戦略経営とファシリティマネジメント」
副題「グローバル化する企業会計とFM会計の変革、事業継続に対するFMの貢献」

このたびの東日本大震災によりなくなられた方々、ならびに被災された方々には、心よりのお悔やみとお見舞いを申し上
げます。
日本は、バブル崩壊から10余年、更に未曾有の3.11東日本大震災に見舞われ、復旧復興に非常に厳しい経済・社会・政治

状況の真只中におります。
このような状況にあって、ファシリティマネジメント（FM）は、ますますその重要性とニーズが高まっています。
しかし、従来のFMは、経営の立場からも、ファシリティマネジャーの立場からも、経営戦略の視点からファシリティを

総合的・統括的に捉えてマネジメントし、経営に貢献してきたとは、必ずしも言えません。
このときにあたって、これまでFMに携わる多くの方々から強く要望されてきた「戦略経営とファシリティマネジメント」
をテーマとして、FMの経営戦略的視点とは何か、事業の継続（BCP、BCM）にFMがいかに貢献できるか、今後変革が求
められる企業会計のグローバル化にFM会計はいかに対応すべきか、などの課題解決を目指した総合的なセミナーを著名な
講師陣をお招きし、JFMAとして始めて企画し、開催することとなりました。
多数の応募者が予測されます。定員30名先着順です。JFMAホームページからお早めにお申込ください。

●日　程 11月8日（火）、11月21日（月）、11月25日（金）、12月2日（金）
●時　間 いずれも13時20分～17時30分（2講座／1日　質問・休憩時間含む）

初日11月8日は、13時10分開会
最終日12月2日は、講義終了後18時から修了式及び交流会

●受講料 8講義全日受講料　JFMA会員5万円、JFMA非会員6万円（資料代、交流会費含む）
●その他 認定ファシリティマネジャー（CFMJ）登録資格更新講習B方式ポイント取得

1ポイント／1講義、10ポイント及び修了証交付／8講義全受講
●会　場 社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会　会議室（定員　30名）

交通機関　都営新宿線　浜町駅より徒歩2分
都営浅草線　人形町駅より徒歩6分
東京メトロ日比谷線　人形町駅より徒歩6分
東京メトロ半蔵門線　水天宮前駅より徒歩9分

●主催／申込先 （社）日本ファシリティマネジメント推進協会（JFMA）
〒103-0007 東京都中央区日本橋浜町2-13-6 TEL03-6912-1177 FAX03-6912-1178
http://www.jfma.or.jp/ E-mail：info@jfma.or.jp 担当者　小林　寛　　湯浅　諭美

■第6回 日本ファシリティマネジメント大会開催のお知らせ
大　会　名：第6回日本ファシリティマネジメント大会（JFMA FORUM 2012）
大会テーマ：3.11から1年。FMの役割を考える。

東日本大震災は、想定を上回る広域･複合災害として未曾有の被害をもたらした。
震災の復旧・復興のために、あらゆる組織（公共･民間企業）で、従来のファシリティの地震対策だけでなく、
事業継続計画（BCP）を含めた、経営活動を根本から見直すことが必要となった。
震災からほぼ1年を経過し、震災を振り返るとともに、FMはどんな役割を担うことができたか、今後どのよ
うな役割を果たしていけばよいかを問いかけたい。

日　　　時：平成24年2月08日（水）13：00～21：00
平成24年2月09日（木）10：00～20：50
平成24年2月10日（金）10：00～18：00

会　　　場：タワーホール船掘（東京都江戸川区船堀4-1-1） http://www.towerhall.jp/4access/access.html
主　　　催：社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会（JFMA）
後　　　援：経済産業省、国土交通省
協　　　賛：社団法人 ニューオフィス推進協議会

公益社団法人 ロングライフビル推進協会
社団法人 全国ビルメンテナンス協会
社団法人 日本建築士会連合会
社団法人 東京建築士会
特定非営利活動法人 日本PFI･PPP協会
＊後援・協賛はいずれも予定です。

プログラム：・基調講演、特別講演、企画型講演、公募型講演、調査研究報告
・第6回JFMA賞受賞講演、表彰式
・ネットワーキング・パーティ（JFMA賞受賞祝賀会）
・アジアFMサミット　
・チャリティーコンサート（初日夜）

そ　の　他：・ファシリティマネジャー資格更新B方式ポイント（3P/回）獲得。
・会場1Fでミニ展示会を開催予定。
・Web展示会を同時開催予定。

なお、大会スポンサーの募集も別途行います。詳細が決まり次第お知らせいたしますので、ご協力お願い致します。

問合せ先：JFMA FORUM事務局　西村・加藤
TEL：03-6912-1177 FAX：03-6912-1178 e-Mail：info@jfma.or.jp
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■ファシリティマネジャー資格試験について
（1）平成23年度ファシリティマネジャー資格試験結果について
平成23年度ファシリティマネジャ資格試験は7月10日（日）に札幌、東京、名古屋、大阪、福岡の全国5箇所で

実施されました。
合格判定は、学科試験および論述の結果により、最終合格者を決定しました。（受験案内書記載）合格者には、

本人に合格証を送付することでお知らせし、また不合格者にもその旨の通知を送付しました。社団法人日本ファ
シリティマネジメント推進協会（JFMA）、社団法人ニューオフィス推進協議会及び公益社団法人ロングライフビ
ル推進協会に合格者の受験番号を掲示しました。また社団法人日本ファシリティマネジメント推進協会（JFMA）
のホームページに合格者の受験番号を掲載しました。
なお各地の受験者数、合格者、合格率は次のとうりです。

（2）試験に合格した方の登録申請について
試験に合格した方は、資格登録申請を行い、登録を受けることによって、「認定ファシリティマネジヤー

（CFMJ）」の称号が付与され、はじめて資格取得者となることが出来ます。資格登録の申請は、JFMAのホームペ
ージよりおこなってください。
また登録に関するご案内もホームページに掲載しておりますので申請前にご高覧ください。
登録の有効期間は、登録を受けた日（登録証交付日）から試験に合格した年の5年後の年度末と定められていま

す。従って、登録が遅れると、それだけ有効期間が短くなりますので、できるだけ早い次期に登録申請をするこ
とをお勧めします。

会場 
 受験申込者数 (名 ) 

23 年度確認済  

最終受験者数 (名 ) 

23 年度確認済  
合格者 (名 ) 合格率 (%) 

札　幌  74  62  24  38.7  

東　京  838  727  333  45.8  

名古屋  76  71  28  39.4  

大　阪  182  167  66  39.5  

福　岡  47  44  20  45.5  

合　計  1,217  1,071  471  43.9  

■ ■ ■ ■ ■ JFMA法人化15周年にあたって ■■■■ ■

社団法人　日本ファシリティマネジメント推進協会　常務理事・事務局長　成田　一郎

7月に常務理事・事務局長に就任しました成田一郎です。
今年は、JFMAは法人化15周年を迎えるとともに、公益社団法人化へ移行する節目の年に

なります。1987年に任意団体発足から、関係各位の熱い情熱のおかげで今日を迎えること
ができましたことは実に感慨深いものがあります。私は1989年に大成建設からJFMAへ1年
間出向し、日本にファシリティマネジメントを普及するために、「資格制度をつくり、その
ための教科書をつくり、そしてその母体となる団体を法人化する」という3つの命題をいた
だきました。実際それらを達成するのには、多くの会員の皆様のご尽力と10年という歳月
を費やし、実現し、そして今日に至っております。
坂本春生会長は、JFMAの発展を樹木にたとえ、根ははり、幹もしっかりしてきたが、も

っと多くの葉を茂らすのがこれからの協会の役目。「サプライヤーの葉」はかなり茂ってきているが、「ユーザーの葉」
が少ない。「ユーザーの葉」を十分に茂らす必要があると申しております。
JFMAの良さは、ユーザー・サプライヤー、公共・民間、さらに教育者・研究者といったFMにかかわるあらゆる立場

の方々が一堂に会する団体であることです。この多様性こそがJFMAの魅力でもあります。それぞれの立場・視点でFM
を語り、FMを日本に定着させ、発展させていく原動力だと思います。そのパワーを発揮できる場と仕掛け・しくみを
提供するのことがJFMAの重要な役目と認識しております。
東日本大震災を経験し、これからの日本を安全で豊かで美しい国にしていくためには、FMの定着と発展が不可欠で

す。そのためには、安全・安心をベースに、経済・環境・文化という3つの視点と、それらのバランスを保つことがこ
れからのFMに求められます。FMは国際的にもますます発展し、ISOはじめ様々な連携が求められています。当協会は
皆様のご期待に添えるべく、FMの総本山としての役割を果たすとともに、皆様がますます魅力を感じる協会になりま
すよう、精進してまいります。
今後とも皆様からの絶大なるご協力をお願い申し上げますとともに、皆様のますますのご健勝、ご発展を祈念してお

ります。
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人は「歴史にifは無いけれど、もし○○だった
ら？」と考えることが少なくない。あの日から、そ
れまで掛けていた眼鏡とは全く違う眼鏡で日々の生
活を、そしてファシリティマネジメントに接してい
るような気がする。地震、台風、そして毎日報道さ
れる円高基調「お前さんたちは、本当に大丈夫なの
か？」と我々を日本を試しているかのように試練が
降りかかっていると言って相違ない。「未来の人た
ちは、この2011年をどうやって判断するのだろう
か？」歴史にifは無いけれど、「3月11日地震が起き
ていなければ○○だった」その○○をプラスに持っ
ていくのも、マイナスに持って行くのも、今を生き
ている私たちにしか出来ないことである。あの日以
来、多くのファシリティマネジャーの方々にお会い
して感じたのは、私たちはまだまだ可能性があると
いうこと。企業や組織の中では、目立たない存在の
私たちが、企業や組織の枠を超えて繋がり、各々の
場所でプロフェッショナリズムを発揮することでフ
ァシリティマネジメントが広がって行くことを願っ
てやまない。
最後に、今回の特集号を編集するにあたり、多く
の方々に多大な協力を頂きました。この場を借りて、
感謝を申し上げます。ありがとうございました。

（岩田幸小里）

編集後記




